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資 料 1  

受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会  
開催要綱  

1．目 的   

受動喫煙については、喫煙習慣を持たない者にとって不快と感じられるだけ  

でなく、肺がん、循環器疾患等の危険性を増大させることが明らかになってい  

ることから、健康増進法、健康日本21等に基づき、受動喫煙防止対策を推進  

している。 こうした取組により、公共の場及び職場における分煙に対する取組  

は増加しているものの、健康日本21の中間評価報告書において、あらゆる受  

動喫煙場面における非喫煙者を保護するための環境づくりの必要性が指摘され  

た。さらに、平成19年7月、たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約第  

2回締約国会議において、「たばこの煙にさらされることからの保護に関するガ  

イドライン」が採択されたこと等を踏まえ、我が国における受動喫煙防止対策  

をより一層推進するための方策について、厚生労働省健康局長の下、有識者の  

参集を求め、所要の検討を行う。  

2．検討事項  

（1）効果的な受動喫煙防止対策について  

（2）受動喫煙防止対策を普及するための方策について  

（3）その他  

3．検討会参集者   

別紙参照  

4．その他  

（1）検討会に座長を置くものとする。  

（2）健康局長は、必要に応じ、その他学識経験者等の参集を求めることがで  

きる。  

（3）検討会の庶務は、厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室が行う。  

（4）本要綱に定めるもののほか、その他検討会の運営に関して必要な事項は、   

検討会において定める。   



我が国における受動喫煙防止対策  
の現状について  

厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室   



「健康日本21」におけるたばこ対策の取組について  

【今後の検討課題】  現在の状況  これまでの取組  

健康日本21  喫煙率（H16年国民健康・栄養調査）  

男性：43．3％   

→他の先進国と比べて高い喫煙率  

女性：12．0％   
→喫煙率が上昇傾向（特に20歳代～  

30歳代）  

○ターゲットを絞った施策  

→20、30歳代（特に女性）、   
妊産婦等に対する取組  

知識の普及  
・ホームページ、シンポジウム等  

による普及啓発活動  

○学校・家庭教育等による  

情報伝達、啓発の推進  
○入手経路に関する対策  

未成年者喫煙防止  
・未成年者喫煙防止対策WGの   

開催  

・たばこ対策緊急特別促進事業  

（補助金）による都道府県での  

施策の推進  

・全体的に減少傾向にある  
（例）高3男子  

H12：36．9％ → H16：21．7％   

・たばこ自動販売機は、現在、約60万  

台が設置され、未成年者のたばこの  

主な入手経路となっている。  

（H16年厚生労働科学研究による調査結果）  
○公共施設等の禁煙・分煙  

化の促進  

→実施状況の把握、取組   
状況の報告、公表等  
→民間企業等との連携  

受動喫煙の防止  
・健康増進法第25条  

・職場における喫煙対策のため  

のガイドライン  

・たばこ対策緊急特別促進事業  

（補助金）による都道府県での  

施策の推進  

職場や公共施設において、対策に  

取り組んでいる割合は増加。  

（H17年職場における喫煙対策実施状況  

調査／H16年地方自治体庁舎等における  
禁煙・分煙の実施状況調査）   

飲食店や娯楽施設等における取組  

が依然不十分との指摘。  ○地域における禁煙支援環  

境の整備  

→禁煙支援マニュアルの   

普及、活用  
→禁煙成功者等による禁   

煙普及員の養成   

禁煙支援  
・市町村等における禁煙指導等  

・地方自治体等の担当者に対す  
る講習会の実施  

現在習慣的に喫煙している者のうち、  
「たばこをやめたい」「本数を減らした  

い」と回答した者の割合は全体で男  

女とも約7割。  
（H15年国民健康・栄養調査）  



喫煙率の状況について  

諸外国の喫煙率  
（％）  

我が国の喫煙率  

日本   

（43．3）   （12．0）  

39．3   11．3   

ドイツ   
（39．0）   （31．0）  

37．3   28．0   

（38．6）   （30．3）  
フランス  30．0   21．2   

オランダ   
（37．0）   （29．0）  

35．8   28．4   

イタリア   
（32．4）   （17．3）  

31．3   17．2   

イギリス   
（27．0）   （26．0）  

27．0   25．0   

カナダ   
（27．0）   （23．0）  

22．0   17．0   

米国   
（25．7）   （21．5）  

24．1   19．2   

オーストラリア   
（21．1）   （18．0）  

18．6   16．3   

（19．0）   （19．0）  
スウェーデン  16．7   18．3   

出典＝平成14年までは国民栄養調査。平成15年は国民健康一栄養調査  
※国民栄養調査と国民健康・栄養調査では、喫煙の定義及び調査  
方法が異なるため、その単純比較は困難である。  

出典：WHOTobaccoATLAS（2006）  

日本の数値は平成17年国民健康・栄養調査  

※（）書はATLAS（2002）及びH16国民栄養調査の値  
2   



第2節 受動喫煙の防止  

第25条学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、官公庁施   
設、飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利用する者に   
ついて、受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされ   
ることをいう。）を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければならない。  

○健康増進法第25条における「その他の施設」は、鉄軌道駅、バスターミナル、航空機旅客   
ターミナル、旅客船ターミナル、金融機関、美術館、博物館、社会福祉施設、商店、ホテル、   
旅館等の宿泊施設、屋外競技場、遊技場、娯楽施設等多数の者が利用する施設を含むも   
のであり、同条の趣旨に鑑み、鉄軌道車両、バス及びタクシー車両、航空機、旅客船などに   
ついても「その他の施設」に含むものである。  

○全面禁煙は、受動喫煙防止対策として極めて有効であるが、施設の規模・構造、利用状況   
等は、各施設により様々であるため、施設の態様や利用者の二 「ズに応じた適切な受動喫   

煙防止対策を進める必要がある。その際には、公共性等の当該施設の社会的な役割も十   
分に考慮に入れて、「分煙効果判定基準策定検討会報告書」などを参考にしながら、喫煙堤   

所から非喫煙場所にたばこの煙が涜れないよう、適切な受動喫煙防止措置の方法を採用す   

る必要がある。   



1．屋内に設置された現有の空気清浄機は、環境たばこ煙中の粒子状物質の除去について  
は有効な機器があるが、ガス状成分の除去については不十分であるため、その使用にあ  

たっては、喫煙場所の換気に特段の配慮が必要である。  

2．受動喫煙防止の観点からは、屋内に設置された喫煙場所の空気は屋外に排気する方法  
を推進することが最も有効である。  

新しい分煙効果判定の基準（屋内における有効な分煙条件）  

判定場所その1〔喫煙所と非喫煙所との境界〕  

①デジタル粉じん計を用いて、経時的に浮遊粉じんの濃度の変化を測定し漏れ状態を確   
認する（非喫煙場所の粉じん濃度が喫煙によって増加しないこと）  

②非喫煙場所から喫煙場所方向に一定の空気の流れ（0．2m／s以上）  

判定場所その2〔喫煙所〕  

①デジタル粉じん計を用いて時間平均浮遊粉じん濃度が0．15mg／m3以下  

②検知管を用いて測定した一酸化炭素濃度が10ppm以下  
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9す  
健康日本21  

健康日本21中間評価（たばこ分野）  

目標項目（指標の目安）  対象   ベースライン値   中間実績値   目標値   

肺がん   84．5％   87．5％＊   100％  

喘息   59．9％   63．4％＊   100％  

気管支炎   65．5％   65．6％＊   100％  

4．1   
喫煙が及ぼす健康影響について   

40．5％   45．8％＊   100％  
の十分な知識の普及  

（知っている人の割合）  脳卒中   35．1％   43．6％＊   100％  

胃潰瘍   34．1％   33．5％＊   100％  

妊娠に関連した異常   79．6％   83．2％＊   100％  

歯周病   27．3％   35．9％＊   100％   

男性（中学1年）   7．5％   3．2％   0％  

未成年者の喫煙をなくす  
男性（高校3年）   36．9％   21．7％   0％  

4．2   （喫煙している人の割合）  
女性（中学1年）   3．8％   2．4％   0％  

女性（高校3年）   15．6％   9．7％   0％   

公共の場）  

公共の場及び職場における分煙  都道府県   89．4％   100％   100％  

の徹底及び効果の高い分煙に開  95．9％   100％   100％  

する知識の普及  市町村   50．7％   89．7％   100％  

4．3     （分煙を実施している割合）  
保健所   95．5％   100％   100％  

職場）   40．3％   55．9％   100％  

効果の高い分煙に関する知識の  77．4％   100％  

普及（知っている人の割合）   女性  79．0％   100％   

4．4  禁煙支援プログラムの普及   
禁煙支援プログラムが提供さ  

れている市町村の割合   
32．9％   39．7％   100％   

5   ★ 策定時のベースライン値を把握した調査と中間実績値を把握した調査とが異なっている数値  



闇親日本21  

4．3公共の場及び職場における分煙の徹底及び効果の高い分煙に関する知識の普及  

分煙葱実施  

明野㍗，’〈 している割合  市町村  都道府県  

ベース値   現状値  ベース値  現状値  目標値  

0
 
 
0
 
0
 
7
 
 
6
 
 
5
 
 

H12（2000） H16（2004） H22（2010）  H12（2000） H16（2004） H22（2010）  
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Or  
憾廣白布21   

呈：－‾■■  

∴  
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条約の目的  

たばこの消費及び受動喫煙が健康、社会、環境及び経済に及ぼす破壊的な影響から現在及び将来の世代  

を保護する。  

条約の概要  

○条約の実施について、定期的な報告を締約国会議に提出する。   
→第2回締約会議以降報告（第21条報告及び情報の交換）  
○たばこの規制のための仕組み又は中央連絡先を確立または強化する。   
→たばこ対策関係省庁連絡会議の設置（第5条 一般的義務）   



第8条 たばこの煙にさらされることからの保護  

1締約国は、たばこの煙にさらされることが死亡、疾病及び障害を引き起こすことが科学的   

証拠により明白に証明されていることを認識する 。  

2 締約国は、屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公共の場所及び適当な場合には他の   

公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める効果的な立法上、   

執行上、行政上又は他の措置を国内法lこよって決定された既存の国の権限の範囲内で   
採択し及び実施し、並びに権限のある他の当局による当該措置の採択及び実施を積極   

的に促進する。  

0100％禁煙以外の措置（換気、喫煙区域の使用）は、不完全である。  
○すべての屋内の職場、屋内の公共の場及び公共交通機関は禁煙とすべきである。  
○たばこの煙にさらされることから保護するための立法措置は、責任及び罰則を盛り込むべ   

きである。  

注）ガイドラインに法的拘束力はない   

㊥  



受動喫煙防止対策の実施状況  

■・・′健康増進法第25条対象施設の受動喫煙対策の実施状況～   
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学校における受動喫煙防止対策実施状況調査（学校）  計二   

学校における受動喫煙防止対策実施状況調査について  

平成17年8月26日   

1．趣旨   

室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされる「受動喫煙」について   

は、身体へ悪影響を及ぼすとの認識から、文部科学省としては、これまでも学校のような多数   

の者が利用する場での受動喫煙防止対策について、通知等により指導してきたところである。   

また、平成17年2月27日に発効した「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」（略称二   

たばこ規制枠組条約）においても、受動喫煙防止のための措置をとることが盛り込まれている。   

このような状況を踏まえ、学校における受動喫煙防止対策を把握することとし、実施状況につ   

いて調査を行い、今後の施策の参考とする。  

2．調査事項  

平成17年4月1日時点での以下の状況について調査   

（1）受動喫煙防止対策についての都道府県、政令指定都市、市区町村教育委員会の対応  

方針   

（2）学校における受動喫煙防止対策実施状況  

3．調査対象   

（1）都道府県教育委員会、政令指定都市教育委員会、市区町村教育委員会   

（2）国公私立の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び盲・聾・養護学校  

4．調査結果   

Ⅰ受動喫煙防止対策の方針について   

1．都道府県教育委員会  

都道府県教育委員会（総数47）を対象として、受動喫煙防止対策（以下、「対策」とい  

う。）の対応方針について調査したところ、  

（1）市区町村立を含む都道府県内の公立学校全体を対象とし、通知により対策を求   

めていると回答した都道府県数は7（14．9パーセント）。  

具体策として、学校数地内の全面禁煙措置を求めているのは4県、建物内に喫煙   
場所を設置し、分煙措置を求めているのは3県。  

（2）都道府県立学校については通知により対策を求めているが、市区町村立学校に   

ついては設置者の判断に任せていると回答した都道府県数は32（68．1パーセント）。  

具体策として、都道府県立学校の学校敷地内の全面禁煙措置を求めているのは   

20都道県、都道府県立学校の建物内に限って全面禁煙措置を求めているのは2  
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県、都道府県立学校の建物内に喫煙場所を設置し、分煙措置を求めているのは10  

府県。  

（3）都道府県立学校についても各学校の判断に任せていると回答した都道府県数は   

8（17パーセント）。  

なお、この場合でも全ての都道府県立学校において分煙以上の措置は100パーセ   

ント講じられており、対策が講じられていないと回答した学校はない。  

2．政令指定都市教育委員会   

政令指定都市教育委員会（総数14）を対象として、所管する市立学校についての対策の   

対応方針について調査したところ、学校敷地内の全面禁煙措置を求めているのは10市  

（71．4パーセント）、建物内に限って全面禁煙措置を求めているのは1市（7．1パーセント）、   

建物内に喫煙場所を設置し、分煙措置を求めているのは2市（14．3パーセント）、各学校の   

判断に任せているのは1市（7．1パーセント）  

3．市区町村教育委員会   

市区町村教育委員会（総数2，418）を対象として、対策の対応方針について調査したとこ   

ろ、学校数地内の全面禁煙措置を求めていると回答した教育委員会数は、593（24．5パー   

セント）、建物内に限って全面禁煙措置を求めているのは403（16．7パーセント）、建物内に   

喫煙場所を設置し、分煙措置を求めているのは557（23パーセント）、各学校の判断に任   

せているのは865（35．8パーセント）。  

Ⅰ学校における対策の状況について  

1．学校における対策の状況  

総数53，039の学校のうち、対策を講じている学校は50，554校（95．3パーセント）であり、そ  

の中で学校敷地内の全面禁煙措置を講じていると回答した学校数は、24，082校（45．4パー  

セント）。対策を講じていないと回答した学校数は2，485校（4．7パーセント）。  

2．設置者別の学校における対策の状況   

（1）国立では、260校全ての学校で対策を講じていると回答。   

（2）公立では、総数42，421校のうち、対策を講じていると回答した学校数は、41，559校  

（98パーセント）。そのうち、都道府県立では、4，479校全ての学校で対策を講じてい  

ると回答。   

（3）私立では、総数10，358校のうち、対策を講じていると回答した学校数は、8，735校  

（84．3パーセント）。  

3．学校種別の対策の状況   

（1）小学校においては、総数22，490校のうち、対策を講じていると回答した学校数は、  

22，214校（98．8パーセント）。   

（2）中学校においては、総数10，899校のうち、対策を講じていると回答した学校数は、  

10，811校（99．2パーセント）。  
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（3）高等学校においては、総数5，174校のうち、対策を講じていると回答した学校数   

は、5，138校（99．3パーセント）。  

（4）中等教育学校においては、18校全ての学校で対策を講じていると回答。  

（5）盲・聾・養護学校においては、総数952校のうち、対策を講じていると回答した学校   

数は．、950校（99．8パーセント）。  

（6）幼稚園においては、総数13，506校のうち、対策を講じていると回答した学校数は、  

11，423校（84．6パーセント）  

（注）なお、この調査で「対策を講じていない」と回答した場合においても、必ずしも、それぞ  

れの学校における喫煙の状況を反映しているものではない。  

例えば、幼稚園などの場合、そもそも園内で喫煙する教職員がいないため、対策を講   

じる必要がないとして、「対策を講じていない」と回答した場合もあるものと推測される。  

さらに、私立学校についても、「対策を講じていない」という回答のあった1．623校のう   

ち、1，544校が幼稚園であり、このような状況も背景にあるものと考えられる。  

受動喫煙防止対策実施状況調査結果  

Ⅰ・受動喫煙防止対策の方針   

Ⅰ・学校における受動喫煙防止対策の状況   

参考設置者ごとの学校種別及び都道府県別状況仙覧  
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受動喫煙防止対策実施状況調査結果  

Ⅰ 受動喫煙防止対策の方針   

1．都道府県教育委員会  

回答した都道府県数（％）  

7（14．9）  

1．都道府県内（市区町村立を含む）の公立学校全体を   
対象とし受動喫煙防止対策を求めている。  

【具体策】  

（1）学校敷地内の全面禁煙措置を求めている。  
茨城県、静岡県、和歌山県、徳島県  

4（ 8．5）  

上記のうち、2県が17年度中に学校敷地内の全面禁煙措置へ移行することを求め  
ている。（茨城県、徳島県）  

（2）建物内に限って全面禁煙措置を未めている。   

（3）建物内に喫煙場所を設置し，分煙措置を求めている。  
石川県、山口県、沖縄県  

0（  0）   

3（ 6．4）  

2．都道府県立学校について受動喫煙防止対策を求めているが、   
市区町村立学校については設置者の判断に任せている。  

【具体策】  

（1）都道府県立学校の敷地内の全面禁煙措置を求めている。  
北海道、青森県、宮城県、秋田県、福島県、東京都、  
新潟県、長野県、岐阜県、愛知県、三重県、島根県、  
広島県、香Jll県、－愛媛県、高知県、佐賀県、長崎県、  
大分県、鹿児島県  

32（68．1）  

20（42．6）  

上記のうち、3県が17年度中に学校敷地内の全面禁煙措置へ移行することを求め  
ている。（新潟県、島根県、長崎県）   

（2）都道府県立学校の建物内に限って全面禁煙措置を求めている。2（4．3）  
埼玉県、神奈川県  

（3）都道府県立学校の建物内に喫煙場所を設置し，分煙措置を求めている。  
10（21．2）  

岩手県、千葉県、富山県、滋賀県、京都府、大阪府、  
兵庫県、鳥取県、岡山県、宮崎県  

3．都道府県立学校についても各学校の判断に任せている。  8（17．0）  

講じられていない（％）  

0（0）  

0（0）  

0（0）  

0（0）  

0（0）  

0（0）  

0（0）  

0（0）  

【各学校での具体策】  

敷地内全面禁煙（％） 建物内全面禁煙（％）  煙
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2．政令指定都市教育委員会  

回答した政令指定都市数（％）  

【具体策】   

1．学校敷地内の全面禁煙措置を求めている。  
札幌市、仙台市、さいたま市、川崎市、横浜市、  
静岡市、名古屋市、京都市、広島市、福岡市   

2．建物内に限って全面禁煙措置を求めている。  
北九州市   

3．建物内に喫煙場所を設置し、分煙措置を求めている。  
千葉市、神戸市  

1  

4．各学校の判断に任せている。  
大阪市  

10（71．4）  

1（ 7．1）  

2（14．3）  

1（ 7．1）  

合計   14（100）  

3．市区町村教育委員会  

回答した市区町村致（％）  

593（24．5）  
【具体策】  

1．学校敷地内の全面禁煙措置を求めている。  

2．建物内に限って全面禁煙措置を求めている。  403（16．7）  

3、建物内に喫煙場所を設置し、分煙措置を求めている。  557（23．0）  

4．各学校の判断に任せている。  865（35．8）  

合計 2，418（100）  
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Ⅱ 学校における受動喫煙防止対策の状況   

1．学校における受動喫煙防止対策の状況  （単位：校（％））  

受動喫煙防止対策を講じている   

【具体策】   

1．学校敷地内の全面禁煙措置を講じている。   

2．建物内に限って全面禁煙措置を講じている。  

50，554（95．3）  

24，082（45．4）   

12，511（23．6）  

3．建物内に喫煙場所を設置し、分煙措置を講じている。13，961（26．3）  

受動喫煙防止対策を講じていない  2，485（ 4．7）  

合計 53，039（100）  

2．設置者別で分けた場合の学校における受動喫煙防止対策の状況  （単位：校）  

受動喫煙防  

止対策を講  

設置者  じていない        学校敷地内全  

面禁煙措置を  

講じている。  煙措置を講  

じている。  じている。  

計  
％  ％  ％   

国立  260   260  100．0   115  44．2   62  23．8   83  31．9   0   0 

公立  42，42l  4l，559  98．0  19，637  46．3  10，623  25．0  ll，299  26．6  862   2．0  

都道府県  2，326  5l．9   650  14．5   1，503  33．6   0   0．0  

立   

政令指定  2，788  7l．2   243   6．2   878  22．4   9   0．2  

都市所管   

上記以  

外の市区  8，918  26．2  853   2．5   

町村立   

私立  10，358  8，735  84．3   4，330  4l．8  l，826  17．6   2，579  24．9  l，623  15．7   

合計  53，039  50，554  95．3  24，082  45．4  12，511  25．6  13，961  26．3  2，485   4．7   

（注1）平成17年4月1日現在、設置されている学校数（休校中、定時制、通信制を除く。）  
（注2）本校と分校が併設されている場合などについては、それらを併せて一校とする。  
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3．学校種で分けた場合の学校における受動喫煙防止対策の状況  （単位：校）  

受動喫煙防  
止対策を講  

じていない      学校数地内   建物内に限   建物内に喫  

全面禁煙措   って全面禁   煙場所を設  

置を講じて   煙措置を講   置 し、分煙  
いる。  じている。  措置を講じ  

ている。  

％  ％  ％  

4   1．2   

8   88   0．8   

1   605  1l．7  2，279  44．0   36   0．7   

18   18  100．0   27．8   7  3臥9 6  33．3   0   0．0   

9   950  99．8   510  53．6   244  25．6   196  20．6   2   0．2   

5   

0  4．7   

校種   

計   

小学校   22，   

中学校   10，   

高等学校   5，   

中等教育粥  

盲・彗・養護学校  

幼稚園   13，   

合 計   53，  
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［憂蔓］  

国立学校における受動喫煙防止対策実施状況  
（単位：校）  

学校   計  

建物内に喫煙場  
所を設置し．分煙措  
置を講じている  

（％）  （％）    （％）    （％）    （％）   
小学校   73   73  100．0％   27  3了．0％   18  24．7％   28  38．4％   0  0．0％   

中学校   76   76  100．D％   28  36．8％   16  21．1％   32  42．1％   0  0．0サム   

品等学‡′   15   15  100．0％   4  26．7％   3  20．0％   8  53．3％   0  0．09乙   

中等教育宇校   2   2  1DO．0％   2  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0  0．0ウも   

盲・姓・養Il宇絨   45   45  100．0％   17  37．8％   17  37．8％   24．4％   0  0．0％   

幼稚園   49   49  100．0％   37  75．5％   8  16．3，も   4   8．2％   0  0，0％   

合計   260   260  100．0％  115  44．2％   62  23．8％   83  31．9％   0   0．0％   

（注1）平成17年4月1日現在で設置されている国立学校数である（休校中．定時制，通信制を除く）。  
（注2）本校と分校が併置されている場合などについては，それらを併せて1校とする。．  

公立学校における受動喫煙防止対策実施状況  
（単位：校）  

建物内に喫煙場  
所を設置し，分煙措  
置を講じている  

（％）  （％）  （％）  （％）  （％）   

小学校  2乙227  21．966  98．8％  9．870  44．4％  6，323  28．4％  5，773  26．0％  261   1．2％   

中学校  10．139  10，079  99．4％  4．097  40．4％  2，482  24．5％  3．500  34．5％   60   0．6％   

高等学‡′  3，858  3，857  100．0％  1，984  51．4％  4了2  12．2％  1．401  36．3％   0．0％   

中等教育学校   8   8  100．0％   3  37．5％   2  25．0％   3  37．5％   0   0．0％   

盲・姓・喪ほ竿劇  893   892  99．9％  490  54．9％  222  24．9％  180  20．2％   0．1％   

幼稚園  5．296  4，757  89．8％  3，193  60．3％  1，122  21．2％  442   8．3％  539  10．2ウも   

合計  42，421  41，559  98．0％  19．637  46．3％  10．623  25．0％  11．299  26．6％  862   2．0％   

（注1）平成17年4月1日現在で設置されている公立学校数である（休校中．定時制通信制を除く）。  

（注2）本校と分校が併置されている場合などについては，それらを併せて1校とする。  
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私立学校における受動喫煙防止対策実施状況  
（単位二校）  

学校   計  

建物内に喫煙場  
所を設置し．分煙措  
置を講じている  

（％）  （％）  （％）  （％）  （％）   

小学校   190  175  92．‖ら   79  41．6％   30  15．8ラム   66  34．7ラム   15   7．9％   

中学校  684  656  95．9％  136  19．9ウも   78  11．4ワも  442  64．6％   28   4．1％   

高等学手′  1．301  1，266  97．3％  266  20．4％  130  10．0％  870  66．9ウも   35   2．7ワふ   

中毒徴育宇校   8   8  100．0％   0   0．09も   5  62．別も   3  37．5％   0   0．0％   

盲・皇卜荘重琶宇校   14   13  92．9％   3  21．4％   5  35．7％   5  35．7％   7．1％   

幼稚園  8．161  6，617  81．1％  3，846  47．1％  1，578  19，3％  1，193  14．即乙  1，544  18．9％   

合計  10，358  8，735  84．3％  4，330  41．8％  1．B26  17＿6％  2．579  24．9，ら  1，623  15．7％   

（注1）平成17年4月1日現在で設置されている私立学校数である（休校中，定時制通信制を除く）。  
（注2）本校と分校が併置されている場合などについては，それらを併せて1校とする。  
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国立学校における受動喫煙防止対策実施状況  
（単位：校）  

国立大学  

法人名   

‘直守勿内に喫煙場  

所を設置し，分煙措  
置を講じている  

（％）  （％）  （％）  （％）  （％）   

北海道教育   印   m  100．0％   ‖  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0   0．0％   

4   4  100．0％   2  50．0％   2  50．0％   0   0，0％   0  0．0％   

岩手   4   4  1DO．0％   4  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0   D．09も   

4   4  100，0％   3  75．0％   0  0．0％   口  25．0％   0  0．0％   
秋田   4   4  100．0％   4  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0  0．0％   

4   4  100．0％   3  75．0％   ．1  25．0％   0   0．0％   0   0．0％   

4   4  100．0％   山  25．0％   0  0．0％   3  75．0％   0   0．0ウふ   

4   4  100．0％   3  75．0％   山  25．0％   0   0．0％   0   0．0％   

m   m  100．0％   0   0．0％   5  45．5％   6  54．5％   0  0．0％   

4   4  100．0％   4  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0  0．0％   
4   4  100．0％   口  25．0％   0  0．0％   3  了5．0％   0  0．0％   

埼玉   4   4  100．0％   山  25．0％   3  75．0％   

千葉   
0   0．0％   0  0．0％  

4   4  100．0％   山  25．0％   0  0．0％   3  75．0％   0   0．0％   

口  100．0％   山  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0  0．0％   

皿   m  100．0％   5  45．5％   5  45．5％   9．1％   0   0．0％   

円  100．0％   0   0．0％   ロ  100．0％   0   0．0％   0  0．0％   

東京工業   ロ  100．0％   0   0．0％   0  0．0％   ロ  100．0％   0  0．0％   

お茶の水   4   4  100．0％   4  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0   0．0％   

樟浜国立   5   5  100．0％   山  20．0％   0  0．0％   4  80．0％   0  0．0％   
新王思   6   6  100．0％   0   0．0％   2  33．3％   4  66．7％   0   0．0％   

上越教育   3   3  100．0％   3  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0  0．0％   

4   4  100．0％   0   0．0％   4  100．0％   0   0．0％   0   0．0％   

5   5  100．0％   3  60．0％   ロ  20．0％   口  20．0％   0   0．0％   

4   4  100．0％   4  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0  0．0％   
山梨   4   4  100．0％   ロ  25．0％   0  D．0％   3  了5．0％   0   0．0％   

6   6  100．0％   

岐阜   
0   0．D％   2  33．3％   4  66．7％   0   0．0％  

2   2  100．0％   2  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0   0．0％   

青年団   7   7  100．0％   2  28．6％   口  14．3％   4  57．1％   

名言岸   

0   0．0％  

2   2  100．0％   2  100．D％   0  0．D％   0   0．0％   0   0．0％   

愛知教育   7   了  100．0％   口  14．3％   4  57．1％   2  28．6％   0   0．0％   

4   4  100．0％   0   0．0％   4  100．0％   0   0．0％   0   0．0％   

4   4  100．0％   山  25．0％   2  50．0％   口  25．0％   0   0．0％   

7   7  100．0％   3  42．9％   n  14．3％   3  42．9％   0   0．0％   

大阪教育   9   9  100．0％   2  22．2％   7  77．8％   0   0．0％   0  0．0％   

3   3  100．0％   口  33．3％   0  0，0％   2  66．7％   0   0．0％   

6   6  100．0％   0   0．0％   山  16．7％   5  83．3％   0   0．0％   

奈良教育   3   3  100．0％   山  33．3％   n  33．3％   口  33．3％   0   0．0％   

奈良女子   

和歌山   

3   3  100．0％   2  66．7％   山  33．3％   0   0．0％   0   0．0％  

3   3  100．0％   3  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0   0．0％   

4   4  100．0％   4  100．0％   0  0．0％   

島相   
0   0．0％   0   0．0％  

3   3  100，0％   2  66．7％   口  33．3％   0   0．0％   0   0．0％   

4   4  100．0％   山  25．0％   2  50．0％   口  25．0％   0  0．0％   

広島   皿   印  100．0％   9．1％   0  0．0％   10  90．9％   0   0．0％   

山口   6   6  100．0％   ロ  16．7％   5  83．3％   0   0．0％   0   0．0％   

鳴門教育   4   4  100．0％   2  50．0％   口  25．0％   山  25．0％   0   0．0％   
香川   6   6  100．0％   3  50．0％   2  33．3％   口  16．7％   0   0．0％   

5   5  100．0％   5  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0   0．0，も   

4   4  100．0％   2  50．0％   山  25．0％   山  25．0％   0   0．0％   

7   7  100．0％   3  42．9％   0  0．0％   4  57．1％   0   0．0％   

4   4  100．0％   3  了5．0％   0  0．0％   ロ  25．0％   0   0．0％   

長崎   4   4  100．0％   
熊木   

0   0．0％   n  25．0％   3  75．0％   0   0．0％  

4   4  100．0％   0   0．0ウも   0  0．0％   4  100．0％   0   0．0％   

4   4  100．0％   ロ  25，0ワも   0  0．0ウi  3  75．0％   0   0．0％   

3   3  100．0％   3  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0   0．0％   

4   4  100．0サも   4  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   0   0．0％   

恵一月．島                        琉王束   2   2  100．0ウ乙   0   0．0％   0  0．0ウも   2  100．0，ら   0   0．0ぅも   

合計   260  260  100．0ウも  115  44．2ワも   62  23．8％   83  31．9％   0   0．0％   

（注1）平成17年4月1日現在で設置されている国立大学法人附属学校数である（休校中J定時制．通信制を除く）。  
（注2）本校と分校が併置されている場合などについては，それらを併せて1校とする。  
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公立学校における受動喫煙防止対策実施状況  

（単位：校）  

都道府県名  計  

建物内に喫煙場  

所を設置し．分煙措  
置を講じている  

（％）  （％）  （％）  （％）  （％）   

北海道  2．495  2．456  98．4％  1，244  49．9％  452  18．1％  760  30．5％   39   1．6％   

青森県  675  6了4  99．99も  359  53．2％   61   9．0％  254  37．6％   0．1％   

岩手県  800  781  97．6％  194  24．3％  224  28．0％  363  45．4％   19   2．4％   

宮城県   887  859  96．8％  524  59．19i  171  19．3％  164  18．5％   28   3．2％   

秋田県   522  519  99．4％  503  96．4％   9   1．7％   7   1．3％   3   0．69も   

山形県  544  544  100．0％  338  62．1％  155  28．5％   51   9．4％   0   0．0％   

福島県  1．108  1，083  97．7％  822  74．2％   48   4．3％  213  19．2％   25   2．3％   

茨城県  1．145  1．145  100．0％  1．019  89．0％   41   3．6％   85   7．4％   0   0．0％   

栃木県  682  681  99．9％  446  65．4％  115  16．9％  120  17．6％   0．1％   

群馬県  了12  693  97．3％  239  33．6％  1了2  24．2％  282  39．6％   19   2．7％   

埼玉県  1．507  1，492  99．0％  889  59．0％  381  25．3％  222  14，7％   15   1．0％   

千葉県  1．572  1．572  100．0％  295  18．8％  531  33．8％  746  47．5％   0   0．0％   

都  2．427  2．421  99．8％  1．262  52．0％  879  36．2％  280  11．5％   6   0．2％   

神奈川県  1．556  1，548  99．5％  837  53．8％  454  29．2％  257  16．5％   8   0．5％   

新潟県  971   968  99．79乙  190  19．6％  320  33．0％  458  47．2％   3   0．3％   

冨山県  399  374  93．7％   37   9．3％   88  22．1％  249  62．4％   25   6．3％   

石川県  421   413  98．1％  144  34．2％  109  25．9％  160  38．0％   8   1．9％   

福井県  409  409  100．0％  329  80．4％   35   臥6％   45  11．0％   0   0．0％   

山梨県  347  342  98．6％   41  11．8％  207  59．了％   94  27．1％   5   1．4％   

長野県  710  了10  100．0％  137  19．3％  396  55．8％  177  24．9％   0   0．0％   

岐阜県   756  了43  98．3％  340  45．0％  264  34．9％  139  18．4％   13   1．7％   

静岡県  1．227  1．227  100．0％  1．224  99．8％   2   0．2％   0．1％   0   0．0％   

愛知県  1．694  1．689  99．7％  1．036  61．2％  383  22．6％  270  15．9％   5   0．3％   

三重県   852  839  98．5％  415  4B．7％  221  25．9％  203  23．8％   13   1．5％   

滋賀県   548  514  93．8％  104  19．0％  147  26．8％   263  48．09も   34   6．2％   

京都府  752  736  97．9％  445  59．2％   88  11．7％  203  27．D％   16   2．1％   

大阪府  乙078  乙054  98．8％  618  29．7％  174   8．4％  1．262  60．7％   24   1．2％   

兵庫県  1，868  1．745  93．4％  525  2臥1％  444  23．8％  776  41．5％  123   6．6％   
奈良県   553  472  85．4％  ＝8  21．3％   95  17．2％  259  46．8％   81  14．6％   

和歌山県  554  552  99．6％  550  99．3％   2   0．4％   0  0．0％   2   0．4％   

鳥取県   261 1 261  1DO．0％  152  58．2％   46  17．6％   63  24．1％   0   0．0％   

島根県   519  507  97．7％  278  53．6％  134  25．8％   95  18．3％   12   2．3％   

同山県  988  866  87．7％  179  18．1％  330  33．4％  357  36．1％  122  12．3％   
広島県  1．063  1．048  98．6％  638  60．0％  207  19．5％  203  19．1％   15   1．4％   

山口県  647  629  97．2％   77  11．9％  244  37．7％  308  47．6％   18   2．8サム   

徳島県   530  416  78．5％  145  27，4％   94  17．79も  177  33．4％  114  21．5％   

香川県  455  455  100．0％  317  69．7％   69  15．29も   69  15．2％   0   0．0％   

愛媛県   649  649  100．0％  485  74．7％   94  14．5％   70  10．8％   0   0．0％   

89  19．8％  193  43．0％  138  30．7％   29   6．5％   高知県   
福岡県   

449  420  93．5％  
1．327  1，317  99．2％  427  32．2％  502  37．8ウも  388  29．2％   10   0．8％   

佐賀県   324  324  100．0％  246  75．9％   60  18．5％   18   5．6％   0   0．0％   

長崎県   了05  705  100．0％  116  16．5％  396  56．2％  193  27．4％   0   0．0％   

熊本県  了38  728  9B．6％   82  11．1％  339  45．9％  307  41．6％   10   1．4％   

大分県   705  691  98．0％  294  41．了ウi  2了0  38．3％  127  1臥0％   14   2．0％   

宮崎県   484  484  100．0％  155  32．0％  290  59．9％   39   B．1％   D   0．0％   

鹿児島県  1．054  1．052  99．8％  516  49．0％  388  36．8％  148  14．0％   2   0．2％   

沖縄県   752  752  100．0％  217  28，9％  299  39．8ワも  236  31．4％  D  O   0．0％   

合計  42．421  41，559  9B．0％  19，63了  46．3％  10．623  25．0％  11．299  26．6％  862   2．0％   

（注1）平成17年4月1日現在で設置されている公立学校数である（休校中，定時制．通信制を除く）。  

（注2）本校と分校が併置されている場合などについては，それらを併せて1校とする。  
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私立学校における受動喫煙防止対策実施状況  

（単位：校）  

都道府県名  計  

建物内に喫煙場  
所を設置し．分煙措  
置を講じている  

（％）  （％）  （％）  （％）  （％）   

北海道   546  512  93．8％  214  39．2％  186  34．1％  112  20．5％   34   6．2％   

青森県   135   111  82．2％   48  35．6％   37  27．4％   26  19．3％   24  17．8％   

岩手県   105   84  80．0％   45  42．9％   21  20．0％   18  17．1％   21  20．0％   

宮城県   223   187  83．9％  113  50．7％   40  17．9％   34  15．2％   36  16．1％   

秋田県   76   53  69．7％   29  38．2％   17  22．4％   7   9．2％   23  30．3％   

山形県   109   101  92．7％   57  52．3％   26  23．9％ 18  16．5％   8   7．3％   

福島県   175   144  82．3％   71  40．6％   41  23．4％   32  18．3％   31  17．7％   

茨城県   235   189  80．4％  104  44．3％   38  16．2％   47  20．0％   46  19．6％   

栃木県   219   199  90．9％  143  65．3％   27  12．3％   29  13．2％   20   9．1％   

老羊罵県   147   124  84．4％   69  46．9％   33  22．4％   22  15．0％   23  15．6％   

埼玉県   636  555  87．3％  328  51．6％  109  17．1％  118  18．6％   81  12．7％   

千葉県   511   460  90．0％  269  52．6％   65  12．7％  126  24．7％   51  10．0％   

1．315  1．157  ．88．0％  576  43．8％  165  12．5％  416  31．6％  158  12．0％   

神奈川県  851   595  69．9％  297  34．9％  122  14．3％  176  20．7％  256  30．1％   
新潟県   132   111  84．1％   41  31．1％   52  39．4％   18  13．6％   21  15．9％   

富山県   68   58  85．3％   28  41．2％   16  23．5％   14  20．6％   10  14．7％   

石川県   79   67  84．8％   34  43．0％   13  16．5％   20  25．3％   12  15．2％   

福井県   42   39  92．9％   28  66．7％   8  19．0％   3   7．1％   3   7．1％   

山梨県   78   51  65．4％   22  28．2％   17  21．8％   12  15．4％   2了  34．6％   

長野県   129   105  81．4％   42  32．6％   27  20．9％   36  27．9％   24  18．6％   

岐皇県   127   ‖4  89．8％   70  55．1％   8．7％   33  26，0％   13  10．2％   

静岡県   306  269  87．9％  171  55．9％   35  ‖．4％   63  20．6％   37  12．1％   

愛知県   499  455  91．2％  270  54．1％   72  14．4％  113  22．6％   44   8．8％   

三重県   89   78  87．6％   44  49．4％   15  16．9％   19  21．3％   12．4％   

滋賀県   37   35  94．6％   13  35．1％   5  13．5％   17  45．9％   2   5．4％   

227  201  88．5％   97  42．7％   35  15．4％   69  30．4％   26  11．5％   

大阪府   605  450  74．4％  156  25．8％   69  11．4％  225  37．2％  155  25．6％   

兵庫県   332  300  90．4％  157  47．3％   43  13．0％  100  30．1％   32   9．6％   

奈良県   67   62  92．5％   19  2臥4％   15  22．4％   28  41．8％   5   7．5％   

和歌山県   62   52  83．9％   21  33．9％   12  19．4％   19  30．6％   10  16．1％   

鳥取県   36   34  94．4％   18  50．0％   6  16．7％   10  27．8％   2   5．6％   

島根県   29   27  93．1％   37．9％   7  24．1％   9  31．0％   2   6．9％   

岡山県   68   56  82．4％   23  33．8％   10  14．7％   23  33．8％   12  17．6％   

広島県   265  224  84，5％  124  46．8％   34  12．8％   66  24．9％   41  15．5％   

山口県   160  122  76．3％   43  26．9％   41  25．6％   38  23．8％   38  23．8％   
徳島県   20   15  75．0％   9  45．0％   3  15．0％   3  15．0％   5  25．0％   

香川県   50   38  76．0％   20  40．0％   7  14．0％   皿  22．0％   12  24．0％   

愛媛県   118   90  76．3％   51  43．2％   19  16．1％   20  16．9％   28  23．7％   

高知県   49   41  83．7％   22．4％   10  20．4％   20  40．8％   8  16．3％   

福岡県   526  508  96．6％  163  31．0％  111  21．1％  234  44．5％   18   3．4％   

佐賀県   107   92  86．0％   39  36．4％   35  32．7％   18  16．8％   15  14．0％   

長崎県   170  122  71．8％   34  20．0％   44  25．9％   44  25．9％   48  28．2％   

熊本県   140   109  77．9％   41  29．3％   30  21．4％   38  27．1，も   31  2乙1％   

大分県   88   66  75．0％   33  37．5％   20  22．7％   13  14．8％   22  25．0％   

宮崎県   135   92  6臥1％   50  37．0％   22  16．3％   20  14．8％   43  31．9％   

鹿児島県  186   153  82．3％   73  39．2％   42  22．6％   38  20．4％   33  17．7％   

沖縄県   49   28  57．1％   22．4％   13  26．5ウも   4   8．2％   21  42．9％   

合計   10358  8．735  84．3％  4，330  41．8％  1．826  17．6％  2．579  24．99  も 1．623  15．7％   

（注1）平成17年4月1日現在で設置されている私立学校数である（休校中J定時制．通信制を除く）。  

（注2）本校と分校が併置されている場合などについては，それらを併せて1校とする。  
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2． 社会教育調査（体育館・美術館・博物館・屋外競技場）  

平成17年度  

社会教育調査の概要  

～抜粋～  

13 受動喫煙防止のための対策の実施状況（表23）   

受動喫煙防止のための対策の実施状況については，今回初めて調査した。  
受動喫煙防止のための対策の実施状況を施設別にみると，施設数に占める割合が最も多いのは，図書館が99・7％，  
次いで文化会館が97．7％，博物館が96．6％の順となっている。  

表23 受動喫煙防止のための対策の実施状況  

社全体育  

分   公民館  図書館  博物館  博物館  青少年  女性教育   施 設  民間体育 施 設  文化会館   （類ぃユ施設含む）    類似施設  教育施設  施  設  （団体）  （団体）   

数   18，182  2，979  1，196  4，418  1，320  Ⅰ83  27，800 11，129  1・885   

設  数   12，777  2，969  1，155  4，153  1，181   147 17，M4  6，909  1・842   

る割合   70．3％   99．7％  96，6％  94．0％   89．5％   80．3％  61．3％  62・1％  97・79ら   

雲煙措置   311   103  107  436  87  29  1，503  368  17   

煙措置   6，705  2，445  776  2，876  726  87  8，958  2・700  897   

措置あり   1，306  226  91  243  142  11  903  803  423   

措置なし   4，455   195   181   598  226  20  5，680  3，038  505   

－13－   



3．  医療施設調査・病院報告（病院）  

平成17年  

（2005）  

医療施設（静態・動態）調査■病院報告の概況  

～抜粋～  

（8）受動喫煙防止対策の状況  

受動喫煙防止対策の状況をみると、何らかの対策を講じている施設は、病院98．8％、一般診療所86．8％、  

歯科診療所87．5％となっている。  

また、「施設内を全面禁煙としている」施設は、それぞれ43．7％、66．3％、69．7％となっている。  

病院の種類別でみると、精神病院は「般病院に比べて、「施設内を全面禁煙としている」よりも「喫煙場所を  

設置し、非喫煙場所に煙が流れ出ないよう措置している」の害腔ガ高くなっている。（図15）  

図15 受動喫煙防止対策の状況  

平成t7（2005）年10月1日現在  98．8  p8．1  p8，8  

［］その他の措置を講じている   

■ 喫煙場所を設置しているが、非喫煙場所  
Jに煙が流れ出ないよう措置していない   

団 喫煙場所を設置し、非喫煙場所に煙が  
荒れ出ないよう措置している   

【コ 施設内を全面禁煙としている   

病  院  精神病院  一触病院  一般診療所 歯科診療所  
（再掲）  （再掲）  
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4． 社会福祉施設等調査（社会福祉施設）  

平成17年  

（2005）  

社会福祉施設等調査  

～抜粋～  

喫煙場所を  
喫煙場所を  

施設内を全  
設置し、非喫 煙場所に煙  

施設の種類  面禁煙として いる     が流れ出な  
何ら措置を講  

じていない   
総 数   

流れ出ない  

いように措置 してい  
る  

ていない   

保護施設   24   100   93   7   74   298   

老人福祉施設   4，715   3．962   4，109   387   709  13，882   

身体障害者更生援護施設   761   721   653   87   72  2．294   

婦人保護施設   12   22   14   2   0   50   

児童福祉施設   24，381   1，849   953   891   5．471  33，545   

知的障害者援護施設   1．634   1，388   1，166   213   124  4，525   

母子福祉施設   44   9   12   4   80   

精神障害者社会復帰施設   366   775   455   64   27  1，687   

その他の社会福祉施設等   2．663   1，083   1，473   609   3，020  8，848   

総 数   34，600   9，909   8，928   2．264   9，508  65，209   

－15－   



生活衛生関係営業経営実態調査報告  

（映画館・飲食店・ホテル■旅館等の宿泊施設）  

5．  

寧成18年度生活衛生関係営業  

（平成18年10月1日現在）  

局生活衛生課   厚生労働省健  
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（2）設備等の状況  

設備等の状況について割合を見ると、高齢者等に配慮した設備の種類としてIよ「出入□や廊下にスロ   

ープの設置又は段差の解消」が71．8％、次いで「車椅子用トイレの設置」が66．2％と高くなっている。  

また、保有している設備等の状況についてlよ「空気調和設備」が70．2％、次いで頂主車場」が58．3％   

と高くなっている。  

（図19）設備の種類別施設数の割合（学位：％）  

60  

40  

20  

D  

出ス又  階  ト  
入口は  段  イ  

レ  
に  
手  

下設解   り  す  
に置消   

保存している設備等の状況  

不
 
詳
 
 

（
パ
ソ
 
コ
 
ン
等
 
）
 
 
 

情
報
化
設
備
 
 

取
扱
 
 

プ
 
リ
 
ペ
 
イ
 
ド
 
カ
 
ー
ド
 
 

取
扱
 
 

ク
 
レ
 
ジ
 
ッ
 
ト
 
カ
ー
ド
 
 

関
連
機
器
 
 

一
丁
 
ビ
 
ッ
 
ド
 
カ
 
ー
 
ド
 
 
 

（
乳
児
用
 
）
 
 
 

授
乳
室
 
 

駐
車
場
 
 

空
気
調
和
設
備
 
 

分
 
煙
設
備
 
 

そ
の
 
他
の
 
設
備
 
 

ス
ペ
 
ー
ス
 
の
 
確
保
 
 
 

し
 
や
 
す
い
 
駐
車
 
 
 

車
椅
子
 
で
 
利
 
用
 
 

解
消
 
 

店
内
 
の
 
段
差
の
 
 

ト
 
イ
 
レ
 
の
 
設
置
 
 
 

車
椅
子
用
 
 

り
 
の
設
置
 
 

（図20）分煙の状況別施設数の割合（学位：％）  （3）分煙の状況  

分煙の状況について、施設数の構成割合を   

みると、「仕切りはないが分煙している」が   

41．7％と最も高く、次いで「全面禁煙」が   

34．9％となっており、何らかの形で分煙し   

ている施設が∈）割を占めている。  
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第25表施設数・構成割合分煙の状況×経営主体一等卦兼業一宮美形態一創業年一立地条件一結富者年齢階級一従業者の規模－スクリーンの数一地域ブロック別  
芙数  構尿割合（％）  

施  仕分  仕し  喫リ  分さ   全   不   施  仕分  仕し  喫り  分さ   全   不  
設  切煙  切て  煙分  煙れ  面  詳   設  切煙  切て  媛分  煙れ  面  詳  

崇  
数  りし  リい  専煙  ．、て  諜  数  りし  リい  専煙  ．、て  煙   
はい  室て  無い  皇て  
摂る  にい  いる  にい  
い  燻   よる   が   よる   
が   

総数   252  105  6  24  24  88   5  】00．0  41．7  2．4   9．5  9．5  34．9   2．0   

9  5   
2   100．0  55．6  11．l   11，1  2之，2   経  個人経書  

宮  株式会社  217  4  24   16   5  11．l  7．4  36．9   2．3  

22  6  4  100．0  50．0   4．5  27．3  18．2   主  有限会社  
4   2  100．0  25．0  25．0  50．0   体  その他  

専業  158  4  17  3  之．5  7．6  1．9  

専   兼業（映画以外の興行）  31   】8  2   2   6  2   3．2   6．5  6．5   6．5   

兼 業  兼業（その他）  59  5   10  12  100．0  1．7   8．5  16．9  20．3  

4   2   2  100．0   50．0  不詳  
嘗  71  2  15  2  1：4  2．8  乙8  

業  136   3   21  之   3   2．2   15．4   1．5   2．2  

形  22  6  100．0  ヰ．5  4．5  27．3  

態   23   16   5  100．0   4，3  4．3   

10年未満   115  36   18   3  56   100．0  3l．3   0．9  15．7   2．6  48．7   0．9  

10′・■19年   32   7   3   2  柑   100．0  21．9   9．4   3．1   6，3  56．3   3．1  

創  27  2  6  5  100．0  3．7   7．4  3．丁  

7   5   2  TOO．0   28．6   業  
19  4  5  100．0  21．1  年  

50年以上  51  9  3  2  2．0   2．0   17．6   5．9   3．9  

700．8  100．0  不詳  
商業地区  121  68  4   4  24  4  100．0  3．3   3．3  3．3   

7  2  3  100．0   28．6   立   住宅地区・  
5  2  2  100．0  20．0  地  
12  4   5  100．0   8．3   8．3  8．3   条   

件  接合施設   104  28   4  53  100．0  26．9   1．0  16．3   3．8  51，D   1．0  

3   2  100．0  66．7  33．3  その他  
100．0  100．0   経  

4   2  100．0  25．0  25．0  50．0  宮   
8  6  

100．0  12．5  看  
28   13   了  6  3．6   3．6   25．0   年   
17   8  6  3  100．0  ヰ7．1  35．3  1丁．6   齢  60－69歳  

25  15   3   3   2  100．0  60．0   4．0   4．0  12．0  12．0   8，0   

脂  了0歳以上  169  62   4  21   6  73   3  100．0  36．7   2．4  12．4   3．6  43．2   1．8   

1人  
†00．0  

従   2人  

2  
000   500  3人  

4人   5   4   100．0  45．5  36．4   9．1   

の   5・－g人   49  28  6 126 12 2  2．0  12．2  4．1   

46  2  2  6  9  00   43   43   130   

規  139  3   21  7   65  3   Z．2  15．1   5，0  46．8   2．2  

3  100．0  75．0  25．0   不詳  4   

ス  1スクリーン   50  29   2  6  2  100．0  5臥0   4．0   2乙0  12．0   4．0  

30   16  6  6  100．0  53．3   3．3  3．3  
ウ  2スクリーン  

54  3l  2   2   5    14  100．0  3．了  3．7  9．3  
リ u  3■一5スクリーン  

ン  6スクリーン以上  1り  21   2  62   1000   09   179  17   乙6  

100．0  100．0  不詳  
地  北海道・東北   45   19   3   3   18  100．0  2．Z   6．7  6．7  2．2  

域  80  9  5 35 2   1000   11.3.3 63   25  

ブ   45   2   5   】6   2  100．0  2．2  4，4  4，4   

29  2  4  2  1000   69   138   69   
lコ  

23   2  3  100．0  43．5   8．7   4．3  30．4  13．0  ツ ■ 
30  13  2   100，0  43．3  16．7   6．7  33．3   ク   

※経営者年齢層は単独館、ミニシアターのみである   



苧威う8年度生活衛生関係営業  

飲食店営業（すし店）  

（平成18年10月1日現在）  
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（1）設備等の状況   

設備等の状況について構成割合をみると、高齢者等に配慮  

した設備ありの施設は53．1％で、その設備の種類としては  

「階段に手すりの設置」が63．8％と最も高くなっている。  

また、設備なしの施設は43．1％で、設備のない理由として  

「費用がかかる」が50．8％と最も高くなっている。   

次に、保有している設備等の状況について施設数の割合を  

みると、「駐車場」が75．7％と最も高くなっている。   

更に、分煙の状況について施設数の構成割合をみると、  

「分煙されていない」施設が83．8％と最も高くなっている。  

（図22）設備投資実績の有無別施設数の構成割合  

（図23）設備状況別施設数の害恰（単位：％）  
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第30表 施設数・構成割合、分煙の状況×経営主体一宮業形態一店舗の形態一立地条件一経営者年齢階級一従業者の規模一地域ブロック別  

実    数  構成割合（％）  

施   禁が   禁設  店な  分さ   不   施  禁が  業設  店な  分さ   不  

設  煙分   煙け  内つ  煙れ  詳   設  煙分  煙け  内つ  煙れ  詳  
数  席か   のて  はて  （て  数  席か  のて  はて  ．・、て  

とれ   暗い  禁い  装い  とれ  暗い  禁い  築い  
喫て  間る  煙る  煙な  喫て  間る  煙る  煙な  
煙い  と   ）い  煙い  と   ）しヽ   

席る   席る   

総数  452   36   8   18  379   100．0   8．0   1．8   4．0  83．8   2．4   
経  222   4  5  8  5．0   1．8  2．3  87，4   3．6  
富  40  5  3  31  100．0  12．5  7．5  77．5   2．5  
主  187  20  4  10   2   2．1  5．3  80．7  1．】   

体   3  3  100．0   100．0  

嘗  448  34  8   18  378  10  7．6  1．8   4．0  84．4  2．2  
業  100．0  

形  100．0  100．0   
青旨   

2  100，0  50．0  
単独店   403   29  6  14  100．0   7．2   1．5   3．5  85．1   2．7  
店  45  7  2  4  32  100，0  15．6   4．4   8．9  71．1  

舗 の  32  5  3  23  100．0  15．6   3．1   9．4  71．9  

形  2  9  100，0  7．7   7．7  69．2  
右巨  3  3  100．0  100．0  
不詳  100．0   100．0  
商業地区   234   18   4  10  3  7．7   4．3  85．0   1．3   
住宅地区  171  13  2  8   5  7．6  1．2  4．7  B3．6  2．9  
エ場・オフィス街  3  2  100．0  
地  

66．7  
条  33  3  2  26  2   9．1  6．1  78．8  6．1   

件  2  3  100．0  60．0  

その他  5  100．0  100．0  
不詳  100．0  100．0  

経  100．0  100．0  
嘗  3  100．0  20．0   6．7  
者  24  3  21  100．0  12．5  87．5  
年  155  12   4  8  100．0   7．7  2．6  5．2  0．6  
齢   198   4   167  100．0   7．6   2．0   3．5  84．3   2．5  
階  57  3  2   48  4  5．3  3．5  84．2  7．0  
級   

2  100，0  50．0   50．0   

1人  6  6  100．0  100．0  
従  61   3  56   100．0   1．6   4．9   91．8   1．6  

業  57  3  50  3  5．3  1．8  87．7   5．3  

者  58  3  52  2  1．7  5．2  89．7   3．4  
の  151  13   3  130  4  8．6  2，0   0．7  86．1   2．6  
規  73   12  3  3  55  100．0  16．4   4．1   4．1  75．3  
棋  40  7  6  26  100．0  2．5  15．0  

不詳  6  4  100．0   16．7   
地  北海道・東北   72   6  2  62   100．0   8．3   1．4   2．8  86．1   1．4   
域  関東・甲信越   130  13   3  4  4  Z．3   3．1  81．5   3．1   
プ  東蒋・北陸   87   7  2  Z  73  3  8．0   2．3   2，3  83．9   3．4   

55   3  49  100．0   5．5   1．8   1．8  B9．1   1．8   

ロ ツ  近畿                       ウ■四国  52  3  5  44  100．0  5．8  9．6  
56  4   4  45  2  7．1   ト8  7，1   3．6  



平成16年度生活衛生関係営業  

経営実態調査報告   

飲食店営業（中葦料理店）  

（平成16年iO月1日現在）  
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（図26）サービス内容別施設数プ〕詔J合（複数巨i筈）  （3）サービス等について  

家在行っているサービス円  

脊について施設数の割合を見  

ると、「割引等価格サービス」  

が41■8ウもと最も高くなってい  

る。  

高齢者等メニューエ夫  

力ロリ～表示  

食品の生産元日l．9  

割引等値桔サーヒース  

餉未使用者サイス巨ヨ5．0  
～C   葦  

ヽ   
ロ  】D  ヱ〇  ユ8  10  

（図27）分軽の状況別施設数の構成者合  （4）分煙の状況  

分煙の状況を施設数の構成割合で  

みると、「分煙なし」が、87，7ウもと黄  

も高く．、次いで、「禁煙席と喫連取  

が6．5っる、；店内禁煙」がl．9ウると高く  

なっている。  

なお、喫煙に対して何らかの対策  

っている施設iま を行、1（1，1％（「禁煙  

禁煙の  席と喫煙熟、「店内禁煙」、「  

時間帯」の合計）となっている。  

業垣庶と喫建席 6．5  

票攣の時間帯1、昌  

／  不妄言Z＿2  

／   

／√ ／  

ノ・・・・■  

宮内禁煙1．9  

● l  

＼
、
 
 

1
ゝ
．
 
 

＼
 
 

1
＼
 
 

′
～
′
∫
－
－
．
1
－
1
 
 

＼   

（5）情報化の状況  

（遇28）情鶉化の状訣別にみた施設数帯割合  

不詳日・ヰ＼  バソ⊃ンの寧！弼薄琴く複致苦言）  

／／／「「‾－、、＼・、㌧ 
琶
－
－
・
t
－
1
・
・
・
一
・
し
 
 

／   i一戸の作詫  

罵有名猪の管理  

琵苫草三の；†菜  

食墨亭C狂人  

インタ・1・／Lク）…舌≠零  

その他  

バソ：コン設腿あリ  

38，7  

′くソコン軸心∴＼ 
6之．9  ＼  

Y、＼  
＼
／
 
 

／
′
 
 

＼
 
／
 
 ■：  

：■！1 し℃  1Q  15  ニ0  〇  5  

、→、、・－、、＿＿ご ＿ノー／・一  

檎神化の状況について施設数の構成割合をみると ‾パソコン設備あり」が36．7【シもとなっているゥ  

また、パソコンの利得内容については「経営収支の訳筆」が凄鋸拍㍑最も高くなっている。  
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齢7乗施設数・相成割合、分煙の状況×営如き惣一紹宮主体イC等加入状況－1日平均客数一立地条件一従業者の規模一地域ブロック別   

異数  相成割合（サも）  

宗煙席と喫  宗煙の時間  店内宗煙に  分煙（宗煙）   栄煙席と喫  拷煙の時間  店内誇煙に  分煙（講壇）   

総数          不言羊   不祥  
れている   れている   

総数  682   ‘14   12  四   59a   †00．0   6．5   l．8   1．9   87．7   2．2   
ラ＝－メンカく主†本   281   9  5  色  254   5  100．0   3．2   1．8   2．8   90．4   1．8  

柑  3  15  100，0  83．3  嘗  
葦  233  ＝  ヰ  3  202  了00．0  16．7 7．3  t．7   1．3  8G．7  J．0  
形  31  30  1〔〉00  ・968  3リ   

放   その他  I19   †5  3  2  97  り ▲．  JOP．0   丁2．6   2．5   1．7   8仁5   丁．7   

不詳  
個人経営   ヰ55  20  8  8  4日   7  100．0   4Jl   1、3  1月   91．0   し5  

珪   封  12  ‘＝  100．0   22．2  卜9   75，9  

宮 王  I71  12  5  ！祀  8  100，0  7．0  乙9  2．3   83．0  ヰ．丁   

休  2  100．0  50．n  50．0  
不詳  

1■ニC  加入している   2こ】   22   100．0   4．3   95．7   
加  655  43   †2  I3  572  ほ  JOO．0  8．6  1．8   2．0  iけ3  2．3  
入   Jl  100．0  【00．0   

50入京胡   Z29   10  208   ▲l  100．0   恒I   0．9   2，2   90．8   

lヨ  Zd‘l  9   4  Z川  9  100－0   3．了   l．G   l▲G   8g．3   3．了   甲   
柑0～ZOD人   了48   Ⅰ5  2  2  129  】00．0   10．1   し4   1．・l   弘一．2  

筈  61   JO  ‘1   つ （．  ヰ3  10〔）．0   16．ヰ   G．6   3、3   70．5   3．J  
凱   

縞嚢地区   3■lユ   18   9  q  2了臼   100．0   5．8   Z．9   1．3   鋸Ⅷ   †．3  
住宅地区   205   10  5  用2  ！00．0   －1．9   0．5   2．ヰ   ‡柑．8   コ．・l   

立  エ堰・オフィスけi   2Ⅰ  19  100．0   4．8  り05   ヰけ   旭  
114   13  錮  3  100．0  】1．4   0．9  2．6  粂   2．（）   

⊥■∠－†－1住  tO  ■00  00  0   80．0  
その他  19  2  川0．0   10．ジ   89－5  
不詳  

1人  】  lDO．0  lUO．0  
従   2人   74   2  了l   10【）．0   2．了   lノ1  95，9  
基  3人   llミj  2  J  】07  3  100．0  1．7  2．6   ひ3．D   ヱ．ぴ   
者  4人   92  ヰ  3  80  Z  100．0   Jl．3  3．3  3．3   87．0   
の  5一〉9人   238  ■月  3  5  210  li 100，0   5．9   1．3   2．1   8臥2   

規   ◆10一一19人   109   2  1  92  100．D   1l．0   l，8   0．9   針目   
模  4Z  ■ほ  2   28  100．q  28．6   4．8  6G、7  
不評  

9  2  ′00．0  Ul．8   
咄  北脱退・京北   77   70   100．0   1．3   Ⅰ，3   l．3   90．9   
域  聞兼・甲信適   205  13  7  1了5  3  】DO、0   6．3   3．4   3．」   85ノl   

プ  盲桁毎・北陸   椚  5  75  2  1（瓜0   5．7   4，8   白6．Z   
iコ  退散   83  1口   72  100．0   t2．0  】．Z   86．7   
ツ  中間・四国   JO7   I I 9■】  5  】00．0   10．3  85．0   
ク  九州   †23  ヰ  3   115  10ロ．0  3．3  2．1I  9：）．5   臼2．5  

－
N
阜
－
 
 
 



平成15年度生活衛  関係営業   

経営実態調査報告  

飲食店営業（一般食堂）  

（平成15年10月1日現在）  
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（2）高齢者や車椅子利用者に配慮し   

た設備「あり」は約3剖   

（i』20）高齢者等貪ヨ慮設備の状況別  

施設紋の構成割合（複数回答）  

蟹澤∴％  
投賽庵墨ほ紺針ほ・与  
・、こC ■  

高齢者等に配慮した設備につい  

て「あり」が27．3覧で、「■段差解消  

設備」 が用．鍋、「階段に手すり設  

置」が1．2．0冤となっている。  

（図21）高齢者等に配慮した設備  

の状況（射  

モア）他′／、  謹封殺に辛ナ引指笛  5．（  

コ．6  】2∴）  

夢精予備闇ほ㍍へ◆－▲・祁富粍、  

ミ1．ミl  

求職へず瀾トイ号泣授  

’f－Y  

（3）分煙（禁煙）なしの施設が約8割   

分煙（禁煙）していない施設浸76．2完と  

7まってい る。  

7 経営者の意識に関する項目  

（i）経営上の問題点は「客数の減少」  

経営上の問題点について、「客数の減少」   

㌻客単価の減少」が52．2％、「諸経費の上昇」  

と考えている経営者は8l．3冤、次いで、  

が23．ほとなっている。  

ほ）今後の経営方針は「新メニューの開発」   

今後の経営方針について、「新メニュ【の開発」が61．7駕、次いで「顧客サーービ ス  

の改善」46．3覧、「施設・設備の改装」35．3完となっている。   

（表4）経営上の問題点別施設数の  r真5）今後の経営方針別施設数の  

構成割合偶数ー司答）  構成割合く複数回答）  

経営上の問題点   ％   
客数の減少   81．3   
客単価の減少   52．2   
言肴経費の上昇   23．1   

原材料費の上昇   19．3   
立地条件の悪化   18．了   

資金調達難   1了．0   

後継者難   13．9   

人件費の上昇   13、9   

今後の経営．方針   ％   
新メニューの開発   61．7   

顧客サ…ビスの改善   46．3   
施設・設備の改装   35．3   

点こ告・宣伝等の強化   31＿2   
専門店化高級店化   10．7   

特になし   9．1   
事業観梓の拡大・縮小  8．9   

経営の・多角化   8．4  
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耶7東 経i；貸挟・構成割合、分煙の朝潮メ営莱形態一組営主体一作等加．入状甘・・▼甘地条件…従弟署の用便－－＝］、ド均客放一助項汀【叫朝  

盤  数  楢成 割 合  

総数  基地席  総数  ・無性蠍  
と喫煙椰   とl組燻楯   

総数  689   田   田   5Z5   川鳳0   4，8   12．0   ユ十？   76，Z   3．8   
大光（ファミリー＝－）食壕  Z34   柑2   川0．0  4．7  川．7   3．8   77＿8  
ト   ニ■、  

1  0乱U  に0  に00   

t、卜 l†J  ご01   2d  川0．0   5．5   11十9   ト5   ア9．1   2．0  
凹  100．0   6．9   6，9   10．3   65．5   10．3   
侶  剰里鞭飽い凍∬甘酢   100、0   7．1   Zl．4   67．9   3．6   

、Tn  

櫨  昇魚雷ト皮才．右打屋   JU   つ り  1nnn 11′U・V   3．3   用．4  77．8   3．3  
その仙   1錮   7∫l   用0．0   ほ5   5．8   71．2   7◆丁  

卜饉   1（）0．0  100，口   
撞  385   朋   310   100．0   2．3   11．4   80．5   3、1  

F二r・ lr：1  10口．0   13．9   1しd   6、3   65．8   Z．5  
有限会社   218   100．0   6．0   13，8   3．2   ア1．6   5．5   
棒  その他   川0，0  川0．0  
不祥  

什  加入している   100．D  31一凸   9．l   13．6   45．5  
加  19   川0．D   3．9   1乙0   乙9   アア．3   3、9  
人   川0．0  50．0  50．0  
肘掛裾二く   368  日  48   100、0   3、9   13．3   3．3   76．4   3－1  
田  4   124  川0－0  3．2   10．3   2、6   80，0  3．9   
抽  川00  1（）00  

田   柑   4   用0．G   7．β   は7   ユタ  ∂7．8   4, g 
視合鮎課内   100．0   け6   5．9   64▲7   5．9  
その他   服   l   3 100. O 7．1   4，8   乙4   78．G   7．1  
不詳   100．0  100．口   

l人   川  ＝川．0  30．0  70．0  
狂  

l   川0．0   1．1   用．5   2．1   85．3   】，1   

3人   1DO．0  臥5   し4   83．1   
†′ 凹  て1人   5 100. O 40   †6 ロ   Z．ア   70．7   6，7   
の  乙．）へ1・り＼   2▲i3   100．0   3．3   12．8   3．3   77，0   3．ア   
規  lし）へ′1り人   餓   ワ L  1ロ0．0   12．7   3．‘I   76．3   1．7   
頼  2り人以上   14   47   川0．0   川．7   8．0   6．7   62．7   在0  
不詳  2  口   川0－0  50－0   50．0   
帥人証湖：i   ＝  川0．0   1. Irr 11，1   2、4  81．7   3．3   

平  5rト川0   l銅   川0．ロ   5．l   す孔6   て、丁   75．3   3．i†   

均  川0～2〔川   100．0   ほ6   5．0   72．3   4．2   
■た一  52   川0、0   23、1   9．6   53．8   3．8   
叛  イ＼群   川0．D  66－7  j3十3   
地  北拇道・東北   4   l  100．0   5．0   軋7   1．7   85，0   1．7   
域  某悦・l甘借越   ＝3  川甘0   4．6   17．6   3．9   73．9  
ゾ  東拍・北陸   川0、口   6、0   8．G   5十コ   76．7   3．4   
＝  近批   

1   川0．D   5．1   13．9   ア3、4   6．3   
／  

柑1   川0．0   乙Z   吊，1   2．Z   ア4．8   6、7  
ノ▲／   146   113   田  川0、0   6、2   臥2   3．4   7丁，4   4．8   

－
N
」
－
 
 
 



平成15年度生活衛生関係営業  

経営実態調査報告  

飲食店営業（料理店）  

（平成15年10月i．日現在）  
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ほ）高齢者や車椅子利潤者に配慮し （喜三＝ウ）高紡者等配慮岩雄の欄灘灘   
た設備「あり」は約4割   

高新著等に配慮した設債につい  

て「一ぁり」が37．摘で．！‾階段に手  

すり設苫」が29．0誓∴「拉差解消設  

備」がほ．縞となっている9  

配転した設惰  （巨！20）高齢者等に  

の状況（雫j  

遠路数紆拷釘掛合（複数何等  

▲Jりヤ，  
L◆  

荒姜軍鶏設瀦   
こべlト   

＿1ニl   

∴′∴・  

＿ニペ  

陪J；：に宴こで彗洋照  

こ■9′l  

蜜≠み手間トノレ三き擬  

IJ   

（同封）分空欄相浦＝引  

去内累算竺  
荒淫京と喫   1．8≒   不詳  

煙席  
5．7㌔  

分定義墨嘗  

あり  
鋸箔   

65㌔   

（3）分煙（禁煙）なしの施設が約8部   

分煙（禁煙）をL．・ていない施設は7S，冒完と  

7去っている。  

7 経営者の意識に関するj二真日   

用窪営上の問題点は「客数の減少」  

経営．＿との問題点について、’■、客数の兢少」と考えている罷常者は81，l笠、次いで、  

「客単価の減少」が銅．2お、「法人利用の識少」が鋸．1嵩となっている。  

（2）今後の経営方針は「顧客サービスの改善」   

今後の経営方針について、「顧客サービスの改善」が銅．4％、次いで「新メニュー  

の開発」が58一日完、「他店との差別化．j ノi5．3％となっている。  

（責‘／1）経営上の問題点別施設数の  

構成割合昭揉日射引  

（蓑5トキ彼の経営方針別施設数の  

構成割合持酎狛掛臥  

占 ilヽ   
9る   

81，1  
6ヰ．2  

少  61．1  

24，9  
22．0  
18．4  

北  
人芸怒  

12．7  
′ヽ不幸   て0．1   

今後の運営方針   ％   

顧客サービスの改善   60．4   

新メニュー・・－の開発   58．0   

他店とび〕差別化   45▲3   

施設・設備こアニ）改装   42．2   

広告・宣伝等の強化   38．3   

経営の多角化   9．6   

店鮪据望言貸   4．7   

転廃業   ヰ．7  

経営上の問題  
客数の減少  

客単価の減少  
法人利用の減  

資金調達洋  
語軽費の上昇  

人件費の上昇  

立地条件の  

人手不足・求  

－29－  



帯封凄三 方齢勘紋t描旭川桐   ‡．分唖の）附兄×常こ弟形態一経常尭杯叫立地凍件一従業者の規模－1仁】平均客数－－・地域フ■口車別  

：婁  放  岬 成 捌 台  
総数   潜煙席  総数  塁煙席  

と喫煙輔   と喫煙席   

総数  386   7   30l   100．0   5．7   臥0   1．8   78．0   6．5   
営  川   3   川0，0   6．1   9，2   1．8   76．1   

莱   川   川7   川0．8   7．4   9，6  79．3   3．7   
形  ーー般批点措   54   ロ  100．0   2、9   乙9   5、8   7臥3   10，1   
鰯  その他   柑   川肌C  5．3  84．2   柏5  
木鐸  

撞  4   100．0   4，1   7◆1   2．0   80．6   6．1  
営  ‡31   14   川  ‘川0．0   粗7   9．9   2．3   68、5   7．G  
寸二   川4   4   1用   川0．0   2，8   6．9   1．4   82．6   6，3   
休  その他   108、0  7．7  92、3  

不祥  
商業地は   21Z   100．0   3．8   7．6   ロ，8   80．9   6．9  

！てま一．  7   100，0   臥6   11，1  ・トヱ   7Z．8   6．2   
地  二し：頓・オフィス桁   川0．0   25．8  75．0  
糸  郊外の酔練道路附い   100，0   川．8   6．3   75、D  
件  その他   川   1【】0．0   4．5  9．1  13．6   63．6   9．1  
不評   柑0．0  川0．0  

l．人   川0．0  100、0  

従  川  】00．0  10．0  90．8  
莱  ここ5人   100．0  ほZ  63．6   ほ2   
苦  √l人   100．0   11．1  83．3   5．6   
の  b～5）人   川   89   100．0  1．8  軋9   1．8   79．5   臥0   

規  1．（，）～l 9人   108，0   6．7   7，4   1．5   79．3   5．Z   
椴  ：ヱ0人以．．1二   1   川0．0   11．3   8．2   1．0   73．2   6．Z  
不評   100．0  川0．0  

汗  5【）入来満   257   210   100．0   2、7   7，4   1、6   81．7   6．6   
平  50～1（）り   48   100．0   乱7   ほ0   1．4   69．6   7．2   
均  J（川・－2∫川   24   l  100、0   18．2   3．0   3、0   ア2．7   

うゎt 1二ニト  200人以上   100．0   13．6   9，1   4．5   7乙7  
数  囚  100．0  40．0   
地  北面道■二軋lヒ   3   折   100．8   9．7   
城  関東・叩宿越   川0．0   1．8   7d．1   
プ  粟侮・北陸   100．0   3、7   77，8   9．3   
lニコ  近絞   54   d8   柑0．0   74．1  
ツ  小因・l匹‖玉】   4  100．0  1．7  87．9  6．9   
ク  九州   46   100．0   4，3   6、5   2．Z  82．6  43   

－
∽
○
－
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平成15年度生活衛生関係営業  

経営実態調査幸巨告  

喫茶店営業  

（平成15年10月1日現在）  

－31－   



（2）高齢者や車椅子利用者に配慮し ぐ聞2（）〕高齢者等配慮設備の状況別   

た設備「あり」は約2割   

高齢者等に牒己嬉した設備につ  

いて「あり」が20．8焉で、「段差  

解消設備」が13．7鴛、r車椅子用  

駐車スペース確保」が7．5覧とな  

っている．，  

施設数の構成割合（竣牧子亘答）  

iさ戎イ☆・㌘ノ ！主■ト∴ ＼ 

．■  

段差解消設蘭   

i5．む ご  

：3．7  

七倍段に手す畑窪湛  

三．〇   

（図2王）高齢・者等に配慮した  

設鳩の状況（％）  

不詳  

1・2％  ぁり  

齢雷JL矧、／乙｛絞‡置  
（，  

（園22）分煙の状況（％）  

猿琵席と壊浩席 不詳  
5訊  5．∠粍  

分煙裟選考あIj  
12，11、  

店内策注  
トコ＼  

（3）分煙（禁煙）なしの施設が  

約8剖   

分煙（禁煙）していない施設は  

75．5賀となっている。  

7 幾営者の意識に関する項目  

（i）経営上の問題点は「客数の減少」  
i■■客数 経営上の問題点について、の減少」と考えている経営者は85．2完、次いで、   

ぎ■客単価の減少」が38．〔ほ、t■諸経費の上昇j が28．3％となっている。  

（2）今後の経営方針は「新メニューの開発」  

今後の経営方針七ついては、l‾新メニューーの開発．j が55．7完、次いで「覇客サービ   

スの改善」が39．鵠、ト他店との差別化」33．5篤となっている。  

（表4）壷牒上の問題点別施設数の  r責5）今後の経常方針別施設数の  

構成割合＝複数回答）  構成割合（複数回答）  

今後の経常方会十   ％   
新メニューーーの開発   55．7 

顧客サー一ビスの改善   39．3   
他店との差別化   33．5   

施設・設備の改装   29．7   

広告・宣伝等の強化   17、3   

営業時間の変更   14．6   

特になし   12，5  

9．4  

経営上の問軍属   ％   

客数の減少   85．2   
客単伍の減少   38．0   

諸経費の上昇   2乳3   

立地条件の悪化   25．4   
原材料鎗の上昇   21．4   

嗜好の変化   17．1  

16、0  

15月   
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拾常．プ之 他言貸放・構成割合、分煙の総則X営業形掛－・・・紆甘二】ニ柊～－′■1F〔等加入状テ虹・・・－1‡．l           J魚戸ト・∴従業者の規握トーl＝平均客数一触廿日．叫馴   

実  数  構l茂 溝1翁  
総数  奈与煙席  総数  無煙席  

と喫煙椰   と喫煙席   

総数  519   30   392   川0．0   5、8  12．1   1．Z  75．5   5．4  
鯨食中心喫基店  柑0   †00，0   5，l   15．2   73．7   5－1  

28   川8．0   5．6   用．‘‡   0．7  77．6   5．6  
薫  10D．0  川0、0  

ロ   

鱗  ′汁 凹  24   100，0   9．1   6．1  6．1  γ2．7   6．1  
′ト許  

緑  10ロ．0   4．5   1し7   0十8   76．8   
・ち；／▼ u  

鵡   
i   川仇0   8．9  1！．1   2．2  7ま3  （l（き  

二l■二   川   川   100，0   9．2   1Z，8   1，8   r4．3   
件  その他  100．8  2臥6  4乙9   28．6  

加人している  用   l  100．0  16．7   il．1  66、ア   5．6  
加  497   Z6  用0．8   5．2   ほ1   1．Z   76、3   5．2  
入   

4   180．0  25．0  25、0  25．0  25．0  
粧勘  汗互   用   100．0   6．2   用，0   0．8  7JltO   5十0  

巳  川  10D，0   4．1   9．1   1．7  76、9   8．3  
地  

1   100．0   3．3   10．0  83．3   3．3  
基    緑牒購摘＝iい   

‘10   100，0   臥9   ＝．3  71．4   5．（l  
l  

Z∠l   100．0   軋3  4．2   83．3   4．2  
四  28   柑0．0   3、6   17．9   75，0  
（カ    不詳  100．0  100．0  

l  

）人  24  100．0  孔2  91．7  4．Z  
従  

1   7（‡   川0．0   2．9   11、8   1．0  72．5   11．8  
㌍  こり＼  5 100. O ほ0  74．Z   5．6  
晋  100．0   9．7  77．4   3．2  
の   用5   川0－D   軋8   11．5   3．0   7B－2   Z．4  
用  10～！〔仁ノ・、  耶   川≠ロ   5．3   8．8  80，7   
悦  ：ヱ0人以上  100．8  53．3  20．0  26，7  

100．0  20，8  60．0   20．0  
50人ジ‡  ミ満   13‘l   108．0   3、5   9．9   77．9   7．6  
川へ1㈲  164   川0．0   5．5   川．0   1，2   73．2   6．1  
均  118   4   Z   ‖川，0   3．Ji   ほ7   1、7  79．7   乙5  
Jlノ■ 凹  43   1 100. O 17．5   12．7  G凸十j   

放  ワ  口  川0．8  50．D   50．0  
地  北両道・東北  74   2   錮   川0．0   乙7   2．7  86．5   Z．7  
域  某川い1日甘損  84   100．0   9．5   13．1  72．6   4，8  
フ  舶riいニーl諏  10n、0   3．6   14．6   1．0  Tl．9   B．9  
LJ  1000   5．7   15 7  75 7   
司  印   †  100、0   3．4   8．5  l．7   銅．7   トr  
ノノ   dO   ‘1   100．0   17．5   10．0  2．5  65．0  5．0  



平成14年度生活衛生関係営業  

経営実態調査報告  

飲食店営業（そば。うどん店）  

（平成14年10月1日現在）  
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第25表 施設数・構成割合、設備等の状況×営業形態一経営主体－FC等加入状況－1日平均客数一従業者の規模一地域ブロック別  
実  数  

総数   保有設備の種類  
空気   分煙   軽水  省電力   駐車場  労働環境全自動手指デヒーット■ヵー    情報近代  空気調和  

清浄機  設備   機器   機器   設備  整備施設  洗浄消毒器  ド関連機器  化設備  設備   
総数  805   247   311   305   151   582   田   121   田   151   349   
営  そば店   125   幽   45   49   田   100   1ア   4   54   
業  、＝、1ブナrヒ ノ」′リノ白   Rl Ul   r;, 2 14 , 
形  そば・うどん店   589   227   113   419   254   
能  立ち食いそば（うどん）   1   

不詳   
1  田   

経  個人経営   479   136   180   136   334   田   50   50   182   
営  株式会社   37   14   
主  有限会社   249   78   127   田   7   

体  その他   2 i 6   

不詳  

FC  加入している   4   

加  加入していない   243   304   149   341   
入  不詳   4  

ユ日  5D人未満   197   四   143   17   4   田   
平  50～100   268   173   
均  100～200   220   83 174   
客  200人以上   ‖9   48   43   27   14   
数  不詳し   

1  

1人   4   

従  4   川   1   4   27   
業  宮人   40   
者  4人   46   43   4   17   48   
の  5～9人   300   川9   229   45   
規  10～19人   40   4   

模  20人以上   

不詳  
地  北海道・東北   119   田   田   団   田   田   阻   田   凶   45   
域  関東・甲信越   177   139   4   

ブ  束海・北陸   48   
口  近畿   94   17   7   40   
ツ  中国・四国   140   45   35   17   102   18   14   57   
ク  九州   143   34   110   14   72  



第25表 施設数・構成割合、設備等の状況×営業形態一経営主体－FC等加入状況－1日平均客数一従業者の規模一地域ブロック別  
柄成割合  

総数   保有設備の種類  

空気   分煙   整水  省電力  駐車場  労働環境  全自動手指  デトソドカー  情報近代  空気調和  

清浄機  、設備   機器   機器   設備  整備施設  洗浄消毒器  ド関連機器  化設備  設備   
総数  100，0   30．7   38．6   37．9   18．8   72．3   10．7   15．0   4．0   ほ8   43．4   

営  そば店   100．ロ   25．6   36．0   39．2   16．0   8D．0   13．6   14．4   3．2   24．0   43．2   

業  うどん店   川0，0   30．9   38．3   34．6   Z2．2   71．6   7．4   12．3   2．5   17．3   46．9   
形  そば・うどん店   100．0   31．9   39．6   38．5   19．2   71，1   10．7   は8   4．2   18．2   43．1   
態  立ち？食いそば（うどん）   100．0  100．0  100．0  
不詳   100．0   22．2   11．1  55．6  11．1  33．3   

経  個人経営   100．0   28．4   37．6   28．4   11．9   69．7   5．2   10．4   2．3   10，4   38．0   

嘗  株式会社   100．0   39．4   42．3   52．1   40．8   71．8   22．5   39．4   19．7   4Z．3   49．3   

主  有限会社   100．0   31－3   39．4   51．0   25．3   76．7   16．9   17．3   2．8   28．5   52．2   

体  その他   100．0   83．3   50．0   83．‘3   33．3  100．0   50．0  33．3  
不詳  

FC  加入している   100．0   37．5   50．0   12．5   12．5   62．5   12．5   12．5  1Z．5   6Z．5   
加  加入していない   100．0   30．8   38．4   38．5   19．0   72．1   10．8   15．2   4．1   ほ9   43．2   
入  不詳   100．0   12．5   50．0  100．0  12．5   37．5   

1日  50人未満   川8．0   25．9   40．1   26．4   10．7   72．6   5．6   8．6   2．0   9．1   31．0   
平  50～100   100．0   27．Z   35．8   33．2   13．4   64．6   7．ト   11．9   2．2   10，8   41．0   
均  100～200   100．0   34．1   37．7   46．4   22．7   79．1   12．7   17．7   3．6   24．1   50．9   
客  200人以上   100．0   40．3   44．5   52．1   36．1   76．5   22．7   27．7   11．8   4乙0   54．6   
数  不詳   100．0  100．0  100．0  100．0  100．0  100．0   

1人   100．0   44．4   33．3  55．6  22．2  

従                           2人   
川0．0   29．3   38．0   13．0   4．3   56，5   2．2   10．9   1．1   4．3   29．3   

業  3人   100．0   27．2   38．8   31．1   9．7   60．2   5．8   5．8   2．9   5．8   31．1   

者  4人   、100，0   25，0■  ．39．7   37．1   9．5   69．0   8．6   6．9   3．4   14．7   41．4   

の  5～9人   100．0   31．7   36．3   40．3   18．3   76．3   11．8   15．0   1．7   17．0   44．0   

規  10～19人   100．0   32，3   40．9   52．0   31．5   8Z．7   15．0   25．2   3．1   27．6  55．9   
模  ・20人以上   100．0   39．7   44．8   53．4   53．4   84．5   27，6   34．5   25．9   65．5   63．8  
不詳  

地  北海道・東北   100．0   29．4   37．0   42．9   23．5   79．8   16．8   12．6   2．5’  24．4   37．8   
域  関束・甲信越   100．0   33．9   37．3   49．2   18．1   78．5   11．3   18．1   2．3   22．0   49．2   
ブ  東海・北陸   100．0   27．3   36．4   Z7．3   17．4   75．0   9．∂   13．6   4．5   16．7   36．4   
ロ  近畿   ‖川．0   38．9   30．9   35．1   18．1   39．4   9．6   20．2   7．4   16．0   42．6   
ツ  中国・四国   100，0   32．1   37．1   25．0   12．1   72，9   7．1   10．0   乙1   1Z．9   40．7   

ク  九州   100．0  2虹4   50，3   44．1   
′／  

23．8   76．9  9．8   16．1   6．3   19．6   5D，3   

－
雲
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畢成18年度生活衛生関係営業  

経営実態調査報告  

旅館業  

（平成18年10月1日現在）  

－3了－   



（図22）分煙の状況別施設数の割合（単位：％）  （6）分煙の状況   

分煙の状況について、それぞれの施設  

数の構成割合を見ると、客室では「喫煙  

室を設けていない」が74．4％と最も高  

くなっている。   

次に、食堂・レストランでは、「分煙  

（禁煙）されていない」が58．4％，、  

また、その他（ロビー等）においても  

62．0％と半数以上を占めている。   

－38－   



第28東 館設数・構成割合、分煙の状況×経営三体一等案・兼業一宮美形態一店舗の形態一別業年一立地条件一緒営青年齢階級一従業者の規模一地域フロック別   
g－  構成割合（％）   

首里  貰望・レストラン  その他（ロヒー等）  客室  夏空・レストラン  その他（ロヒ一等）  
施                  架設  宗設  全  不  宗が  宗主呈  全  分さ  不  仕分  仕し  喫リ  全  分さ  不   講説  諌言受  全  不  宗が  宗設  全  分さ  不  仕分  仕し  喫リ  全  分さ  不  

詳  煙分  煙け  面  煙れ  拝  切煙  切て  煙分  面  煙れ  詳  
席か．  のて  ★t ；巧t  （て  リ し  リい  専煙  ■：▲ 臼  ．－、て  

とれ  とれ  等て  
喫て  煙な  はい  煙な  

、ノい  無る  ）い   施                                                                                                     設  煙け  煙け  面  詳  煙分  煙け  面  煙れ  詳  切煙  切て  性分  面  煙れ  詳  設  煙け  煙け  面                            数  宝て  皇て  ≠R   輝か  のて  ：■■ 臼  ．【、て   リし  リい  専任  臼  ′・・、て   数  皇て  重て  同 薫R                            をい る  をい な い  煙    喫て 煙い 席る  時い 周る 帯 を  煙  宗い 煙な 、Jい   等て はい 無る い が  等る で 分 煙  用し 重て にい よる  煙  崇い 煙な 、ノい    をい る  をい な い  煙     煙い 席る  時 い  
が   

総数  847  195  630  7  15  1こ）6  51  118  495  47  221  13  16  36  525  36  100．0  23．0  74．4  0．8  1．8  16．1  6，0  13．9  58，4  5．5  26．1  1．5  1．9  4．3  62．0  4．3   

結  140  18  118  ロ  
営  5  

主  3   

体   3   4   21   100．0  11．1  88．9    14．8  3．7  7．4  70．4  3．7  18．5  77．8  3．7   

専  723  162  545  4  

兼  2  

業   2   100．0   50．0   

ょら   625  63  547  

業 形  5   

I沌   
5   ヰ   4  20．0   20、0   

単独店   740  160  560  6  

店  9  

舗  7  

2  2  

の 形  
態  2  100，0  50．0  

支店  16  6   

不詳   3   2  33．3   66．7   

10年未満   27  12  14  

10”19年   16   

創  †0   

業  2  

年  6  

50年以上  7   

不詳   100．0   100．0   100．0   

市裾地   410  1J13  256  2  

立  5  

地  5   

粂   5   3   3   600   

件   4  

不詳   523-- 4  20．0   

8  100．0  100．0   

結 嘗  30歳末満 30－39歳  26  33218-5-- 20  

者  4  4  

年  2  

齢   4   

5   

69歳   2   100．0   50．0   
100．0  100．0  100．0  

従  1人 2人   16  3  2  2  

業  2  

者  2   3．8  

の   6  

規  4  

損   9  

不詳   q   33．3  22，2   

141  3B  100  1   2  

地 域  2  

プ  3  

ロ  
ツ  4  

ク   ロ   l    20  皿  24  85  山  31  巴 4  4 4 3 巳 6  5  95  4 4 9  100．0  27．0  70．9  0．7  1．4  14．2  7．8  17．0  60．3  ・0．7  22．0 1．4  2．8  3．5     67．4  2．8  
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6．  受動喫煙対策に関するアンケート調査・中間評価（飲食店）  
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4．禁煙・分煙への対応 ≪Q4、Q5≫  

（1）法施行前後の変化  

健康増進法の施行の前後における禁煙・分煙対策を聞いた。   

施行前に禁煙あるいは分煙等、何らかの「対策を講じている」（左表の1～4の合計）のは6、8％  

だった。それに対して「何にもしていない」（左表の5）のは88．8％。   

法施行後は、「対策を講じている」（右表の2～5と7の合計）のが8．9％、「何もしていない」  

（右表の1）のが81．6％となり、対策を講じた店が微増となった。  

酷施行後   全体   ％   

1．対応していない   979  81．6扉   

2．完全禁煙にした   19  1．6％   

3．完全分煙にした   13  1．10／   

4．分煙にした   12  1．OD   

5．禁煙タイムを設けた   6  0．50   

6．その他   54  4．59忘   

7．対応済み   57  4．70／   

8．未記入 60  5．09∈   

計   1，200  100．0   

法施行前   全体   ％   

に禁煙   1．3〝   

に分煙   25  2．1V  

35  2．9′   

タイムを設ける   5  0．49／   

に喫煙可能   1，06  88．89′   

他   20  1．7ウ／   

入   33  2．89′   

計   1，20  100．0？   

1．完全l  

2．完全l  

3．分煙  

4．禁煙  

5．自由  

6．その  

7．未記  

※ここでいう「分煙」（完全に分煙をのぞく）は、換気扇や空気清浄機の設置程度の対策であり、健康増進法でい  

うところの分煙にあたらない。  

0％  20％  40％  60％  BO％  100％  

施行前⇒上左真の1～4の合計 施行後⇒上右表の2～5、7の合言  ◎対策済  

○未対策  施行前⇒上左表の5 施行後⇒上右表の1  
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（2）禁煙・分煙対策への取り組み  

また、法施行前後の対策増加傾向は以下のトとおりである。完全に分煙は倍増に近いが、それ以  

外は微増にとどまっている。  

0
 
5
 
0
 
5
 
0
 
5
 
0
 
5
 
0
 
 

4
 
3
 
3
 
2
 
2
 
1
 
1
 
 

件
 
数
 
 

完
全
に
禁
煙
 
 

完
全
に
分
．
煙
 
 

禁
煙
タ
イ
ム
を
設
け
る
 
 
 

下の表は、法施行後の対策の有無について、店舗の坪数で分類した。1～20坪の店舗では、4．1％  

が対策済であったが、20坪以上では10．4％が対応している。店舗の狭さがネックになっていると  

いえる。  

0％  10％  20％  30％  40％  50％． 60％  70％  80％  90％ 1DO％  
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7．  労働者健康状況調査（事務所）  

労働者健康状況調査報告  
SurveyOnStateofEmployees’Health  

平成14年  

（2002）  

厚生労働省大臣官房統計情報部  

StatisticsandIn王brmationDepartment，  

Minister’sSecretariat，MinistryofHealth，LabourandWelfare，Japan  
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【事業所調査】   

4 喫煙対策の実施状況   

（1）喫煙対策の実施率  

喫煙対策に取り組．んでいる事業所は59．1％となっており、（前回47．7％）に比べて11．4  

ポイント上昇している。  

事業所規模別にみると、5，000人以上規模では100％実施されており、1，000～  

4，999人規模及び300～999人規模で9割を超えている。  

喫煙対策の取組内容（複数回答）としては、「喫煙場所を設けている」75．1％が最も高く、  

次いで「禁煙場所を設けている」42．7％、「会議、研修等の場所を禁煙にしている」36．3  

％の順となっている。  

事業所規模別にみると、300人以上のすべての規模で、「禁煙場所を設けている」「喫煙場所を  

設けている」「会議、研修等の場所を禁煙にしている」「たばこの煙を排気・除去する装置等を設  

置している」を挙げた事業所の割合が5割を超えている。（第17表）  

第17表 喫煙対策取組の有無及び取組内容別事業所割合  

取 組 内 容 （複数回答）  
喫
煙
対
策
に
取
り
．
組
ん
で
い
な
い
 
 

事
業
所
全
体
を
禁
煙
に
し
て
い
る
 
 

禁
煙
場
所
を
設
け
て
い
る
 
 

喫
煙
場
所
を
設
け
て
い
る
 
 

禁
煙
タ
イ
ム
を
実
施
し
て
い
る
 
 

会
議
、
研
修
等
の
場
所
を
禁
煙
に
し
 
 

て
い
る
 
 

喫
煙
に
対
す
る
健
康
指
導
を
実
施
し
 
 

て
い
る
 
 

喫
煙
対
策
の
担
当
者
、
担
当
部
署
を
 
 

決
め
て
い
る
 
 

喫
煙
対
策
の
た
め
の
委
員
会
等
を
開
 
 

催
し
て
い
る
 
 

浮
遊
粉
じ
ん
、
C
O
等
の
濃
度
を
測
 
 

定
し
て
い
る
 
 
 

た
ば
こ
の
煙
の
排
気
・
除
去
す
る
 
 

置
等
を
設
置
し
て
い
る
 
 

喫
煙
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
 
 

模
 
 

規
 
 

所
 
 

業
 
 

事
 
 

平成14年  

5，000人以上  

1，000～も999人  

300～999人  

100～299人  

50－99人  

30～49人  

10～29人  

平成 9年  

100．0   59．1（100．0）（14．2）（42．7）（75．1）（11．2）（36．3）（25．1）（8．9）  3   3  
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100．0   47．7 （100．0）（9．4） い）  卜）（18．8）（28．8）（21．7）（7．7） （1．8） （1．5） （4．8）（2．9）  52．3  

（注） 「禁煙場所を設けている」及び「喫煙場所を設けている」は平成14年調査において新規の調査項目としたものであり、平成9年  
調査では「禁煙場所、喫煙場所を設けている」（喫煙対策に取り組んでいる事業所のうち78．8％）という2つをまとめた選択肢であった。  

－44－   



（2）喫煙対策に取り組んでいない理由   

喫煙対策に取り組んでいない事業所について、その理由をみると、「社内の合意が得られない」   

34．0％が最も高く、次いで「取り組む必要を感じない」31．5％、「喫煙者への配慮」   

23．3％の順となっている。（第18表）  

第18表 喫煙対策に取り組んでいない理由別事業所割合  

（取り組んでいない理由）  

社
内
の
合
意
が
得
ら
れ
 
 

取
り
組
む
必
要
を
感
じ
 
 

な
 
 

喫
煙
者
へ
の
配
慮
 
 

喫
煙
場
所
を
設
け
る
ス
 
 

ペ
ー
ス
が
な
い
 
 

取
り
組
む
た
め
の
資
金
 
 

が
な
い
 
 

喫 煙 対 策 に  
取り組んでいない  
事 業 所 計   

事業所規模  

平成14年  

5，000人以上  

1，000～4，999人  

300～999人  

100′・、ノ299人  

50～99人一  

叩～49人  

10～29人  

平成9年  

［40．9］ 100．0  34．0   

［－］  

［1．8〕 100．0  

〔6．1］ 100．0  

［13．3］ 100．0  

〔26．1］ 100．0  

［31．7】 100．0  

［46．4］ 100．0  
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1
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3
 
 

［52，3］ 100，0  29．4  35．7  25．6  2．4  

（注1） 「喫煙場所を設けるスペースがない」は、平成14年調査において新規の調査項目とした。  

（注2）［］は、全事業所のうち「喫煙対策に取り組んでいない事業所」の割合である。  
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【労働者調査】   

3 喫煙状況及び喫煙対策   

（1）喫煙の状況  

職場で「他の人のたばこの煙を吸入すること（受動喫煙）がある」とする労働者は、「鱒とんど  

毎日ある」45．0％、「ときどきある」33．2％をあわせて78．1％となっている。  

（第29表）  

第29表 喫煙・非喫煙及び受動喫煙の有無別労働者割合  
（単位：％）   

職場で他の人の  職場で他の人の  職場で他の人の  
たばこの煙を吸入  たばこの煙を吸入  たばこの煙を吸入  
すること（受動  すること（受動  する‘こと（受動  

喫煙）の有無 喫煙）の有無  喫煙）の有無  

労働者  喫煙者  非喫  
性  

計  計  煙者  

ほと  ほと  
計  

ほと  
ない  ない  ない  

どき  
毎日  

毎日  毎日  
どき  

ある   ある   ある   

男女計  100．0 78．1 45．0 33．2 21．9 39．3 33．9 24．9  9．0  5．4 60．7 44．3 20．1 24．116．5   

男   100．0 82．7 51．7 31．0 17．3 54．2 47．3 34．7 12．5  7．0 45．8 35．5 17．0 18．5 10．3   
女   100．0 70．7 34．0 36．7 29．3 15．0 12．2  8．8  3．4  2．8 85．0 58．5 25．3 33．3 26．5  

職場での喫煙で「不快に感じること、体調が悪くなることの有無」についてみると、「よくある」  

とする労働者の割合は10．8％、「たまにある」は26．3％であり、職場での喫煙で不快感や  

体調が悪くなることがある労働者はあわせて37．2％となっている。’（第30表）  

第30表 職場での喫煙に関して不快感、体調が悪くなることの頻度別労働者割合  

立：％）  

職場での喫煙で不快に  
感じること、体調が悪く  
なることの有無  

労働者計  性、喫煙・非喫煙   

計 男  

女   

喫煙者計  

男  

女   

非喫煙者計  

男  

女  

100．0  37．2 10．8 26．3 62．8  

100．0  33．7  9．1 24．6 66．3  

100．0  42．8 13．7 29．1 57．2   

［39．3］ 100．018．6 2．116．5 81．4  

［54．2］ 100．019．4 2．217．2 80．6  

［15．0］ 100．014．2 1．812．4 85．8   

［60．7］ 100．0 49．116．5 32．7 50．9  

［45．8］ 100．0 50．717．2 33．5 49．3  

［85．0］ 100．0 47．815．8 32．0 52，2  

（注）［］は、全労働者のうち「喫煙者」又は「非喫煙者」の割合である。  
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（2）喫煙対策   

職場における喫煙対策として望むことがあるとする労働者は90．7％となっている。これを男  

女別にみても差はないが、喫煙者・非喫煙音別にみると、喫煙者86．8％、非喫煙者93．2％   

となっている。   

具体的な内容としては、「喫煙場所を設けること」51．4％が最も高く、次いで「たばこの煙   

を排気・除去する機器等を設置すること」30．6％、「禁煙場所を設けること」26．0％の順   

となっている。   

喫煙者・非喫煙者別にみると、「事業所全体を禁煙にすること」（喫煙者4．0％、非喫煙者   

27．8％）、「会議、研修等の場所を禁煙とすること」（喫煙者12．5％、非喫煙者25．5％）   

について、喫煙者より非喫煙者の方がかなり高くなっている。（第31表）  

第31表 職場における喫煙対策として望む内容別労働者割合  

喫
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対
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又
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C
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す
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す
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め
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と
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等
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催
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等
の
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と
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8． 喫煙対策実施状況調査（官公庁施設）  

喫煙対策実施状況調査の結果概要  

平成17年5月23日  

人事院職員福祉局   

人事院では、平成15年7月に「職場における喫煙対策に関する指針」（勤務条件  

局長通知）（参考1）を各府省へ発出し．、喫煙対策を推進してきている。平成17年  

1月時点におけるこの指針の実施状況について調査した。   

調査及びその結果の概要は次のとおりである。  

（注）同様の調査は、平成9年4月の旧指針の発出後、平成11年10月時点でも行っている。  

1 調査対象官署   

非現業一般職国家公務員（約30万人）の勤務する官署のうち本府省（37）、   

管区機関（194）は全官署、その他の官署は約10分の1を抽出した官署（61   

2）の計843官署について調査した。  

2 調査時期   

平成17年1月1日現在  

3 調査結果の概要  

（1）「事務室内一切禁煙」の官署は9割弱（表1、表2、表3、参考2）  

事務室内を禁煙にしている官署は、843中740（87．8％）であり、前  

回調査（平成11年実施）の30．5％を大きく上回っている。  

しかし、指針の規定に反し、18官署（2．1％）で事務室内を、17官署（2．  

0％）で会議室内を依然として喫煙場所にしている。また、（3）で述べるよう  

に83官署（9．8％）で事務室内に、25官署（3．0％）で会議室内に喫煙  

コーナ⊥を設置している。  

また、庁舎内を全面禁煙としていると考えられる「庁舎内に喫煙場所を設けて  

いない」官署は83（9．8％）である。  

（2）「喫煙室」のある官署は5割強で、屋外排気装置のある喫煙室は8割強（表3、  
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表4）   

喫煙室を設置しているのは444官署（52．7％）である。   

喫煙室の総数は1063室であり、このうち911（85．7％）は指針が求  

めている屋外排気装置を設置しているが、152（14．3％）では排気装置を  

設置していない。  

（注）「喫煙室」は非喫煙場所と完全に仕切られている場所  

（3）「喫煙コーナー」のある官署は5割強で、仕切りのないものは5割以上、屋外   

排気装置がないものは7割以上（表3、表5、表6、表7）  

喫煙コ㌧－－－－－ナーを設置しているのは448官署（53．1％）である。このうち、   

指針で禁止している事務室内の設置が83官署（18．5％）、同じく会議室内   

の設置が25官署（5．6％）である。  

喫煙コーナーの総数は1471か所であり、このうち指針が求めている非喫煙   

場所との仕切りがないものが770（52．3％）、同じく排気装置がないもの   

が1056（71．8％）である。  

（注）「喫煙コーナー」は出入口等が仕切られていない場所  

4 各府省の今後の取組（表8）  

庁舎内の全面禁煙を予定している官署は39（4．6％）であり、事務室内及び   

会議室内一切禁煙を予定している官署は77（9．1％）である。今回の調査結果   

と合わせると、今後ほとんどの官署で事務室内及び会議室内が禁煙となる。  

また、指針の基準を満たすよう喫煙室又は喫煙コーナーの設置又は改善を予定し   

ている官署は274（32．5％）である。  

5 人事院の今後の対応  

今回の調査結果から、事務室内の禁煙が進むなど、前回調査時点と比べると多く   

の府省で対策の取組が進められているものの、一部で事務室内及び会議室内禁煙が   

実施されていない官署があること、喫煙室の一部に屋外排気装置がないものがある   

こと、喫煙室の設置が困難な場合に設ける喫煙コーナーについては設置場所が事務   

室や会議室であるものがあることや、設備面で仕切りがないものや屋外排気装置が   

ないものが多数あることなど不十分な点が明らかとなった。これらの中には既に改   

善されたもの、又は今後改善予定のものも多いが、人事院としては、今後、これら   

について調査結果を精査し、指針で各府省に遵守を求めていることを中心に個別に   

指導するとともに、研修会や監査等を通じて指針の周知徹底を図っていきたい。  

以 上  
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調査対象：8 4 3官署（本府省3 7、管区機関19 4、その他の機関612）  

表1 庁舎外の喫煙場所の有無  

官署数（計）   本府省   管区機関   その他の機関   

庁舎外に喫煙場所がある  312（3 7．0）   8（21，6）   6 4 （3 3．0）   2 4 0（ 3 9．2）   

庁舎外に喫煙場所がない  5 31（6 3．0）   2 9（7 8．4）   13 0（6 7．0）   3 7 2（ 6 0．8）  

（注）（  ）内は調査官署数に占める割合（％）  

表 2  庁舎内の喫煙場所の有無  

官署数（計）   本府省   管区機関   その他の機関   

庁舎内に喫煙場所がある  7 6 0（9 0．2）  3 7（10 0．0）   1と；5（9 5．4）   5 3 8（ 8 7．9）   

庁舎内に喫煙場所がない   8 3（ 9．8）   0（   0．0）   9（ 4．6）   7 4（ 12．1）  

（往）（  ）内は調査官署数に占める割合（％）  

表 3  庁舎内の喫煙場所（複数回答）  

官署数（計）   本府省   管区機関   その他の機関   

事務室内一切禁煙   7 4 0（8 7．8）   3 5（9 4．6）   16 8（8 6．6）   5 3 7（8 7．7）   

喫煙室   4 4 4（5 2．7）   2 8 （7 5． 7）   10 7 （5 5． 2）   3 0 9 （5 0． 5）   

喫煙コーナー   4 4 8（5 3．1）   17 （4 5． 9）   12 2（6 2．9）   3 0 9 （5 0． 5）   

事務室（喫煙コーナーを除く）   18（ 2．1）   1（ 2， 7）   4（ 2．1）   13（ 2．1）   

会議室（喫煙コーナーを除く）   17（ 2．0）   1（ 2．7）   3（ 1．5）   13（ 2．1）   

食堂   19（ 2．3）   4（10．8）   5（ 2．6）   10（ 1．6）   

その他   8 9（10．6）   4 （10． 8）   21（10．8）   6 4 （10． 5）   

特に指定していない   2（ 0．2）   0（ 0．0）   0（ 0．0）   2（ 0．3）   

（注）（  ）内は調査官署数に占める割合（％）   



表4  喫煙室の設備  

計   本府省   管区機関   その他の機関   

喫煙茎数  10 6 3（10 0．0）  215（10 0．0）  2 5 2（10 0．0）  5 9 6（10 0．0）   

排気装置を設置   911（ 8 5．7）  18 7（ 8 7．0）  2 2 3（ 8 8．5）  5 01（ 8 4．1）  

気浄装のみ設置   
I                         空清眉   146（13・7）  28（13．0）  2 8（ 11．1）   9 0（ 15．1）   

1（   0．4）  0（  0．0）  6（  0，6）  5（  0．8）   漂竜装置、空気清浄装置とも設置してない  

（注）（  ）内は喫煙室数に占める割合（％）  

表5  喫煙コーナーの設置場所（複数回答）  

官署数（計）   本府省   管区機関   その他の機関   

廊下の一部   2 3 5（5 2，5）   9（5 2．9）   6 3（51．6）  16 3（5 2．8）   

ロ ビーの一部   13 8（3 0．8）   6（3 5．3）   3 2（2 6．2）  10 0（3 2，4）   

事務室の一部   8 3（1とう．5）   1（ 5．9）   2 2（18．0）   6 0（19．4）   

会議室の一部   2 5（  5．6）   0 （ 0．0）   9（ 7．4）   16（ 5．2）   

食堂の一部   14（ 3．1）   0 （ 0．0）   5（4．1） 9（ 2．9）   

休憩室の一部   5 5（12．3）   2 （11．8）   6（ 4，9）   4 7（15．2）   

その他   7 9（17．6）   4 （2 3． 5）   2 5（2 0．5）   5 0（16．2）  

（注）（  ）内は喫煙コーナーを設置している と回答した調査官署数に占める割合（％）  

表6  喫煙コーナーの構造  

計   本府省   管区機関   その他の機関   

喫煙コーナー数  14 71（10 0．0）   9 5（10 0．0）  514（10 0．0）  8 6 2（10 0．0）  

ハ○－テーションを設置   6 2 5（ 4 2．5）   5 3（ 5 5，8）  2 7 4（ 5 3．3）  2 9 8（ 3 4．6）  

ハ〔－テーションと スクリーンを設置   7 6（  5．2）   2 3（ 2 4．2）   2 3（   4．5）   3 0（   3．5）  

特に措置 していない   7 7 0（ 5 2．3）   19（ 2 0．0）  217（ 4 2．2）  5 3 4（ 61．9）   

（注）（  ）内は喫煙コーナー数に占める割合（％）   



表 7  喫煙コーナーの設備  

計   本府省   管区機関   その他の機関   

喫煙コーナー数  14 71（10 0．0）  9 5（10 0．0）  514（10 0．0）   8 6 2（10 0．0）  

排気装置を設置   415（ 2 8．2）  5 8（ 61．1）   9 6（ 18．7）   2 61（ 3 0．3）  

空気清浄装置のみ設置   9 0 8（ 61．7）  3 7（ 3 8．9）  4 0 5（ 7 8．8）   4 6 6（ 5 4，1）  

排気装置、空気清浄装置とも設置してl、ない   14 8（ 10．1）   0（   0，0）   13（  2．5）   13 5（ 15．7）  

（注）（  ）内は喫煙コーナー数に占める割合（％）  

表8  今後の喫煙対策の取組（複数回答）  

官署数（計）   本府省   管区機関   その他の機関 

庁舎内一切禁煙  3 9（ 4．6）   0（ 0．0）   8（ 4．1）   31（ 5．1．）   

事務室及び会議室内一切禁煙  7 7（ 9．1）   2（ 5．4）   16（ 8．2）   5 9 （ 9．6）   

指銅満たナ喫煙室・喫煙コーナーの設置・改善   2 7 4（3 2．5）   12（3 2．4）   6 2（3 2．0）   2 0 0（3 2．7）  

喫煙室の設置   119（14．1）   8（21．6）   3 3（17．0）   7 由（12．7）  

喫煙コーナーの設置   18（ 2．1）   0（ 0，0）   2（ 1．0）   16 （ 2．6）  

喫煙室の改善   3 9（ 4．6）   1（ 2．7）   10（ 5．2）   2 8（ 4．6）  

喫煙コーナーの改善   119（14．1）   5（13．5）   2 3 （11．9）   91（1⊥l．9）   

その他  12 7（15．1）   8 （21．6）   31（16．0）   8 8 （14． 4）   

予定な し  3 8 4（4 5．6）   19（51．4）   8 7（4 4．8）   2 7 8（4 5．4）   

（注）（  ）内は調査官署数に占める割合（％）   



（参考1）  

喫煙対策に関する指針改定のポイント  

新人事院指針（平15．7．10）   旧人事院指針（平9．4．1）   

則   空間分煙が最低基準。  原則として空間分煙。   

可能な範囲内で全面禁煙の方向。  

を所   庁舎内に喫煙室。  喫煙室、喫煙コーナー等の設置。   

困難なときは、喫煙コーナー。  

可能な範囲内で、庁舎外に喫煙所。  

ナーの  事務室、会議室は不可。   事務室、会議室、厚生施設以外の場  

食堂は勤務時間中は不可。   所。  

困難な場合は、事務室又は厚生施設。   

‡の   屋外への排気装置。   必要に応じ、煙の拡散防止設備、  

喫煙コーナーは、他の区域と仕切  

る。   空気清浄枚、喫煙場所を他の区域と  

仕切るための設備等。   

篭基準  喫煙室等及びその周辺の浮遊粉じん  

濃度0．151ng／n13以下、一酸化炭素濃  な し   

度10ppm以下。  

喫煙室等へ向かう気流の風速0．2m／s  

以上。  

イム   不可   喫煙コーナーを確保できない場合  

は、禁煙タイムを設定。  

食堂は食事時間帯は禁煙。  

会議中は禁煙。   

ポート  健康診断の結果必要な者及び禁煙を  健康診断の結果必要な者に実施。  

希望する者に実施。   禁煙を希望する者に実施が望まし  

い．、   
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（参考2）  

喫煙対策実施状況調査（人事院職員局実施）  

1 調査機関   

1，146官署（本省庁及び管区機関は全官署、その他の官署は抽出）  

2 調査時期  

平成11年10月  

3 調査結果  

計   本省庁   管区榛針地方支分納等   

調査官署数   1，146   44   1，102   

事務室内一切禁煙   34 9   8   3 41   

官署数   （30．5％）   （18．2％）   （30．9％）   

（注）（）内は調査官署数に占める割合。  

－54－   



9．  公共交通機関の受動喫煙防止対策取組状況調査  2008年3月現在  

′g／」＝＝7／一亡＝コr／．広重F′βコ＝r／」コy／■笥y′劇Er′．正質▼・ノ∬／■ヨロー・′一声≡，・／▲遮，←／■田・′一野／■■Ⅳ′∬／■こ■r′■婁■／一正r／■遍rノ」■Ⅳ′■野／dヨF′∬／■i岩r／■コd「′〟／■5騨’／  

「  

も  公共交通機関の受動喫煙防止対策取組み状況について  
＼ ヽ皿／∬′∬′〝′虚ソ∬′℡／ダ′伊／∬／℡ノガ／∬′Ⅳ／β／∬／〝′∬′g／∬′〝／タ′∬／∬／∬′厨ノ辞／∬′〟／∬／J  

鉄軌道車両  （1）鉄軌道駅、   

＞公営地下鉄   

地下鉄については、駅構内、車両、ホーム上ともに全面禁煙を実施。  

′民鉄  

【駅構内】  

・平成1．5年5月1日より関東民鉄10社で、駅構内全面禁煙を実施。  

・名鉄では、平成17年1月より駅構内全面禁煙を実施。  

・関西民鉄各社では、ホーム上での分煙措置を実施。うち阪神と阪急では、朝夕の混雑  

時に禁煙タイムの設定。  

【車 両】  

・普通車両については全社禁煙。特急列車においては分煙措置。  

＞JR  

【駅構内】  

・駅構内の喫煙所の移設t集約及び喫煙室の整備を実施。  

▼ 首都圏エリアにおいて禁煙タイム（6：30甘30）の設定。  

【車 両】  

・普通車両については全面禁煙を実施。  

特急列車については、全面禁煙（JR北海道（2006年3月から）、JR東日本（2007  

年3月から）、全席禁煙（JR四国（2008年3月から）、）又は喫煙車両の削減（J  

R東海・JR西日本・JR九州）を実施。  

バスターミナル  （2）バス車両、   

＞乗合バス  

法令により原則禁煙。  

＞貸切バス  

・ 実態上原則禁煙。  

※ 旅行会社等によるチャーターの場合は原則禁煙。  

特定の団体との貸切契約の場合は、喫煙は契約者の団体の判断による。  

＞バスターーミナル  

・平成15年5月1日より、一般バスターミナル事業者19社について、バスターミ  
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2008年3月現在  

ナル、ロビー及び待合室の全面禁煙、又は分煙化を実施。  

（3）タクシー   

＞法人・個人タクシー  

■ 2007年3月末時点で、全国の法人・個人事業者の禁煙タクシー車両数は12，461台  

で、全タクシー車両数に占める割合としては5％程度。  

・最近では、2006年4月から実施した大分市をはじめ、2007年5月からの名古屋市  

とその周辺地域などで、業界団体の主導により、一定の地域を全面的に禁煙化する取  

組みが増加してきており、2008年1月からは東京都内で全面禁煙化を実施。  

地域における全面禁煙化の増加により、2008年3月1日現在の全国の法人・個人事  

業者の禁煙タクシー車両数（概数）は約13万台となり、全タクシー車両数に占める  

割合としては約50％まで急増。  

※ 全国乗用自動車連合会及び全国個人タクシー協会調べ（概数は2007年3月末の数値に新  

聞記事等から集計した数値を加えたもの）。  

（4）航空機、航空  ターミナル  

＞航空機  

・ 既に機内禁煙を実施。  

＞航空旅客ターミナル  

・羽田空港等主要空港において建物内に喫煙室を設置し、分煙を実施。  

ターミナル  

＞旅客船  

・主要航路及び長距離フェリーにおいては、分煙措置を行っているところ。  

・離島航路については、一部において分煙措置を行っているところ。  

＞旅客船ターミナル  

・主な旅客船ターミナルにおいては、建物内に喫煙室の設置等を行い分煙を実施。  
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資 料 4  

受動喫煙防止対策のあり方に係る論点（案）  

1．受動喫煙防止対策のより一層の推進が求められる施設について  

・健康増進法において、受動喫煙防止対策を実施すべき対象施設は多種多様   

である。  

・受動喫煙防止対策の実施状況、各施設の態様等を踏まえ、受動喫煙防止対   

策のより一層の推進が求められるのはどのような施設か。  

2．施設の態様に応じた受動喫煙防止対策について  

・施設の規模・構造、利用状況等は、各施設により様々であり、施設の態様   

や利用者のニーズ等を踏まえ、各施設において、どのような受動喫煙防止   

措置が求められるか。  

・全面禁煙の実施がより一層求められるは、どのような施設か  

3．受動喫煙防止対策を推進するための方策について  

・今後、受動喫煙防止対策をより一層推進するために、どのような方策が必  

要か。  

4．分煙効果判定基準について  

・近年の知見の進歩に伴い、平成14年に取りまとめられた「分煙効果判定   

基準策定検討会報告書」の内容のうち、見直す必要がある事項はないか。   




